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１ 検討の背景等 

(1) 背景 

 規制改革実施計画（令和２年７月 17 日閣議決定。資料１参照）におい

て、畜舎等を建築基準法の適用から除外する所要の法律案を整備するこ

ととされたことを受け、「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律」

（資料２参照）案が第 204 回国会に提出され、可決された。 

また、同規制改革実施計画では、消防法令についても、「各地域の規

制の実態を調査し、規制の見直しを行う必要があるか検討を行う」こと

とされた。これを踏まえ、消防庁においては、畜舎における消防法令の

適用状況に係る調査を実施したところであり、当該調査の結果を踏まえ、

規制改革実施計画（令和３年６月 18 日閣議決定。資料３参照）におい

て、「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律」（資料２参照）の「施

行時期を目途として、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）の改正を

基本に、畜舎における特例基準を定めるとともに、農林水産省と連携し

て、改正内容を消防機関及び畜産関係者に周知する」こととされた。 

以上から、「予防行政のあり方に関する検討会」の部会として本検討

会を開催し、畜舎における消防用設備等の特例基準について検討したも

のである。 

 

  



4 
 

(2) 検討体制等 

 検討部会の構成員は次のとおり。 

 

＜委員＞（◎：部会長）（敬称略 五十音順） 

   内山 智文  大隅肝属地区消防組合消防本部予防課長 

國重 愼二  第一総合法律事務所弁護士 

河野 守      東京理科大学理工学研究科国際火災科学専攻教授 

坂本 修三  一般社団法人日本養鶏協会 

◎関澤 愛   東京理科大学総合研究院・火災科学研究所教授 

竹延 哲冶  一般社団法人日本養豚協会代表理事会長代行 

中野 聡範  盛岡地区広域消防組合消防本部予防課長 

中林 正悦  全国肉牛事業協同組合理事長 

三浦 啓   北海道建築士事務所協会副会長 

   水木 慶一  とかち広域消防事務組合とかち広域消防局予防課長 

 

＜オブザーバー＞ 

全国消防長会 

国土交通省住宅局参事官（建築企画担当）付 

農林水産省畜産局企画課 
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＜スケジュール＞ 

   検討部会のスケジュールは次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   下記日程により、畜舎の実態を調査するための視察を実施した（資料４参

照）。 

    

＜視察の実施状況＞ 

   令和３年３月 12 日 北海道帯広市等（牛舎） 

   令和３年３月 24 日 鹿児島県鹿屋市（牛舎） 

   令和３年７月５日 北海道河東郡鹿追町（牛舎）※委員（一部）が同行 

令和３年７月６日 北海道河西郡中札内村（牛舎）※委員（一部）が同行 

   令和３年７月 15 日 広島県山県郡北広島町（豚舎） 

令和３年７月 16 日 兵庫県三木市（鶏舎） 

  

 ＜第１回検討部会（令和３年５月 20 日）＞ 

○消防用設備等に係る特例の状況について 

○畜舎の実態調査について 

○畜舎における消防用設備等の特例基準に関する検討課題について 

 ＜第２回検討部会（令和３年７月 29 日）＞ 

○現地視察について 

○課題と対応案について 

○報告書の骨子（案）について 

 ＜第３回検討部会（令和３年 10 月７日）＞ 

○報告書（案）について 
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２ 消防用設備等に係る特例の適用状況等 

(1) 畜舎に係る主な消防用設備等の設置基準の概要  

畜舎は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）別表第１（15）に掲げ

る防火対象物に該当し、面積等に応じ、消火器のほか、屋内消火栓設備や

屋外消火栓設備、自動火災報知設備、消防用水などの消防用設備等の設置

が必要となる。 

以下、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）別表第１（15）に掲げる

防火対象物に係る主な消防用設備等の設置基準の概要を示す。 

 

ア 消火設備 

消火器 ・延べ面積 300 ㎡以上 

・指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯

蔵し又は取り扱うもの。 

・危険物の規制に関する政令（以下「危政令」という。）

別表第４に掲げる数量以上の指定可燃物を貯蔵し又

は取り扱うもの 

・地階、無窓階※又は３階以上の階で、床面積が 50 ㎡

以上のもの 

屋内消火栓

設備 

・延べ面積 1,000 ㎡以上 

・地階、無窓階※又は４階以上の階で、床面積が 200 ㎡

以上のもの 

・主要構造部を耐火構造とし、かつ、壁及び天井の室内

に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物

にあっては当該数値の三倍の数値・主要構造部を耐

火構造としたその他の防火対象物又は建築基準法第

二条第九号の三イ若しくはロのいずれかに該当し、

かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを難

燃材料でした防火対象物にあっては当該数値の二倍

の数値 

屋外消火栓

設備 

・耐火建築物・・・１、２階の床面積の合計 9,000 ㎡以

上 

・準耐火建築物・・・１、２階の床面積の合計 6,000 ㎡

以上 

・その他の建築物・・・１、２階床面積の合計 3,000 ㎡

以上 

・同一敷地内にある二以上の建築物（耐火建築物及び準

耐火建築物を除く）で、当該建築物相互の１階の外壁

間の中心線からの水平距離が１階にあっては３m 以

下、２階にあっては５m以下である部分を有するもの

は、一の建築物とみなして面積を算定する。 
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特殊消火設

備 

・駐車の用に供される部分は、１階の床面積 500 ㎡以上 

・発電機・変圧器その他の電気設備が設置されている部

分の床面積 200 ㎡以上 

・ボイラー室等の設置されている部分の床面積 200 ㎡

以上 

・指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱う部分は、危政令別

表第４で定める数量の 1000 倍以上貯蔵し、又は取り

扱うもの 

※無窓階とは、避難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階をいう。 

 

イ 警報設備 

自動火災報

知設備 

・延べ面積 1,000 ㎡以上 

・地階、無窓階※又は３階以上の階で、床面積が 300 ㎡

以上のもの 

ガス漏れ火

災警報器 

・令別表第１に掲げる建築物その他の工作物で、その内

部に、温泉の採取のための設備（温泉法（昭和二十三

年法律第百二十五号）第十四条の五第一項の確認を

受けた者が当該確認に係る温泉の採取の場所におい

て温泉を採取するための設備を除く。）が設置されて

いるもの及び可燃性ガスが自然発生するおそれがあ

るものとして消防長・消防署長が指定する防火対象

物の部分 

漏電火災警

報器 

間柱若しくは下地を準不燃材料以外の材料で造った鉄

網入りの壁、根太若しくは下地を準不燃材料以外の材

料で造った鉄網入りの床又は天井野縁若しくは下地を

準不燃材料以外の材料で造った鉄網入りの天井を有す

るもの 

・延べ面積 1,000 ㎡以上 

・契約電流容量 50A を超えるもの 

消防機関に

通報する火

災報知設備 

・延べ面積が 1,000 ㎡以上のもの 

（消防機関へ常時通報することができる電話を設置

したときは、火災報知設備を設置しないことができ

る。） 

非常警報設

備 

・収容人員が 50 人以上のもの 

・地階及び無窓階※の収容人員が 20 人以上のもの 

※無窓階とは、避難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階をいう。 
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ウ 避難設備 

誘導灯 ・地階、無窓階※及び 11 階以上の部分 

誘導標識 ・全ての防火対象物 

（誘導灯の有効範囲内の部分について誘導標識を設置

しないことができる。） 

    ※無窓階とは、避難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階をいう。 

 

エ 消防用水 

消防用水 ・敷地面積が 20,000 ㎡以上あり、かつ、１階及び２階

の床面積の合計が耐火建築物は 15,000 ㎡以上、準耐

火建築物は 10,000 ㎡以上、その他の建築物は 5,000

㎡以上のもの。 

（同一敷地内に建築物が二以上ある場合において、こ

れらの建築物が、当該建築物相互の一階の外壁間の中

心線からの水平距離が、１階にあつては３ｍ以下、２

階にあつては５ｍ以下である部分を有するものであ

り、かつ、これらの建築物の床面積を、耐火建築物に

あつては 15,000 ㎡、準耐火建築物にあつては 10,000

㎡、その他の建築物にあつては 5,000 ㎡でそれぞれ除

した商の和が一以上となるものであるときは、これら

の建築物の設置基準については、一の建築物とみな

す。） 
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(2) 消防法施行令第 32 条の適用状況 

畜舎は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）別表第１（15）に掲げ

る防火対象物に該当し、面積等に応じ、消火器のほか、屋内消火栓設備や

屋外消火栓設備、自動火災報知設備、消防用水などの消防用設備等の設置

が必要となる。ただし、管轄消防本部の消防長・消防署長の判断により、

各畜舎の具体的な位置や構造等が一定の要件に適合すると認められる場

合は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）第 32 条の規定に基づく特

例を適用し、消防用設備等の設置を免除できるものとされている。 

消防庁では、技術的助言として、特例の適用に際しての要件に係る質疑

応答（昭和 53 年消防予第 179 号及び昭和 54 年消防予第 229 号）を示して

いる。各消防本部では、当該技術的助言の内容に沿って、運用がなされて

いる。 

 

 昭和 53 年消防予第 179 号 

問 次のような形態の鶏舎に対する消防用設備等の設置はどのように

すべきか。 

ア 木造平屋建てで、延べ面積は 3,000 ㎡である。 

イ 屋根及び壁は波型トタンで仕上げる。 

ウ 窓はビニールで貼る。 

エ 建築物内部には照明設備が設けられるが、過電流しゃ断器を設置

する。 

オ 所有は農協で、作業するものは４名程度である。 
 

答 設問の防火対象物は令別表第 1（15）項に掲げる防火対象物に該当

するものと解する。 

なお、当該防火対象物の位置が、周囲に十分な空地を保有する等出

火した場合他への延焼のおそれが少ないと認められるものにあって

は、令第 32 条の規定を適用し、消火器を設置すれば足りるものと解す

る。 

 

 昭和 54 年消防予第 229 号 

問 牛舎等に対する消防用設備の設置について、家畜の飼育という特殊

な形態であるために消防用設備等をどのように設置すべきか、ご教示

願います。 

なお、建築物の形態等については下記のとおり。 

 

建築物の形態等 

１ 鉄骨造、2階建延べ面積 1,446 ㎡である。 

２ 屋根は、大波スレート葺、外壁は小波スレートで仕上げる。 

３ １階部分（地上３m）は、全面開放で家畜の飼育に使用、２階部分
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は全面スレート張りで飼料の藁を収納する。 

４ 和牛 125 頭を飼育し、牛舎の周囲の状況は、環境衛生上十分考慮

され、田園に続いて山が連なるところの山間いであり、住居等の建

物とは火災予防上十分な距離が保有されている。 

５ 所有者は個人で、作業員は２名程度である。 

 

答 設問防火対象物は、令別表第１（15）項に掲げる防火対象物に該当

するものと解する。 

なお、設問の場合、令第 32 条の規定を適用し、消火器を基準通り設

置すれば足りるものと解する。 

 

消防庁では、全国の消防本部に対し、畜舎の用途に供する防火対象物（※

１）について、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）第 32 条に基づく

特例を適用し、消防用設備等の設置を免除した事例について調査を行った。

（※２） 

  

※１畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業に係る予算成立日（平成

28 年１月 20 日）以降に着工したもので、自動火災報知設備の設置義

務の対象となるもの（延べ面積 1,000 ㎡以上のもの） 

※２「畜舎に係る消防法施行令第 32 条の適用事例の報告について」（令

和２年９月 18 日消防予第 314 号） 

 

その結果、回答のあった 1,891 件の畜舎のうち、消防法施行令（昭和 36

年政令第 37 号）第 32 条に基づく特例を適用しているものが 1,875 件

(99.2％)、適用していないものが 16 件(0.8％)であった。 

  

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適⽤している 

1875 件
(99.2％) 

適⽤していない 

16 件(0.8％) ○特例を適用していない理由（16 件） 

 

〈消防庁通知で示した要件に該当しないもの〉 

 ・周囲に住宅地、山林や建築物があり、出火し

た場合に空地不十分で周囲への延焼危険があ

るため(７件) 

〈消防庁通知で示した要件には該当するが、消防

本部において、特例の適用は不可と判断したも

の〉 

 ・過去に管内の畜舎で火災が発生し、大きな被

害となった事例があったため(２件) 

 ・避難上又は消火活動上有効な開口部を有して

いないため (２件） 

 ・研究施設としての畜舎であり、出火危険及び

人命危険が少なくないと判断したため(１件) 

〈その他〉 

 ・施主の意向によるため(１件) 

 ・調整中（３件） 

消⽕器のみ 

1466 件(77.5％) 

特例の適用状況 

消⽕器及び 
誘導灯⼜は
誘導標識 

238 件
(12.6％) 

その他 
171 件(9.0％) 
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消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）第 32 条に基づく消防用設備等

の特例については、消防長又は消防署長において個々の畜舎の位置、構造

又は設備の状況から、その適用可否を個別に判断しているところであるが、

農林水産省において開催する「新たな畜舎建築基準等のあり方に関する検

討委員会」（資料５参照）において、地方ごとに判断にばらつきがみられる

との意見が出されている。これを受け、規制改革実施計画（令和３年６月

18 日閣議決定。資料３参照）において、「畜舎等の建築等及び利用の特例

に関する法律」（資料２参照）の「施行時期を目途として、消防法施行令の

改正を基本に、畜舎における特例基準を定めるとともに、農林水産省と連

携して、改正内容を消防機関及び畜産関係者に周知する」こととされてお

り、判断基準の明確化、統一化を図ることが求められている。 
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(3) 火災の状況 

ア 過去３年の畜舎における火災の発生状況 

畜舎における火災は、年間 100 件程度発生し、その焼損程度は全焼

の割合が大きいものとなっているが、死者は発生していない。 

 

   

焼損程度 全体（件） ％ 畜舎（件） ％ 畜舎（死者数） 

全焼 4575 22% 58 50% ０ 
半焼 1111 5% 12 10% ０ 
部分焼 4436 21% 28 24% ０ 
ぼや 10536 50% 14 12% ０ 
その他 353 2% 4 3% ０ 
合計 21011 100% 116 100% ０ 

 

 

焼損程度 全体（件） ％ 畜舎（件） ％ 畜舎（死者数） 

全焼 4476 22% 45 45% ０ 
半焼 1166 6% 13 13% ０ 

部分焼 4399 21% 29 29% ０ 
ぼや 10339 50% 13 13% ０ 

その他 385 2% 0 0% ０ 

合計 20765 100% 100 100% ０ 
 

 

焼損程度 全体（件） ％ 畜舎（件） ％ 畜舎（死者数） 

全焼 4496 21% 52 50% ０ 
半焼 1188 6% 13 12% ０ 

部分焼 4598 22% 25 24% ０ 
ぼや 10695 50% 13 12% ０ 

その他 392 2% 2 2% ０ 

合計 21369 100% 105 100% ０ 
 

 

 

令和元年 

平成 30 年 

平成 29 年 

【畜舎とその他全ての建物における火災の焼損程度比較表（火災報告により作成）】 
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【畜舎とその他全ての建物における火災の焼損程度比較図（火災報告により作成）】 

＜全ての建物火災＞ ＜畜舎の火災＞ 



14 
 

イ 過去３年の畜舎における火災による焼損面積平均及び損害額平均 

畜舎の焼損面積の平均は、他の用途における建物全体の焼損面積に比 

べて大きい値となっている。 

畜舎の損害額の平均についても、他の用途における建物全体の損害額

に比べて大きい値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和元年 

平成 30 年 

平成 29 年 

【畜舎とその他全ての建物における焼損面積平均及び損害額平均の比較表（火災報告により作成）】 
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【畜舎とその他全ての建物における焼損面積平均及び損害額平均の比較図（火災報告により作成）】 
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ウ 過去３年の畜舎における火災の出火原因 

出火原因をみると、電気関係やたき火による出火が多いものとなって 

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和元年 平成30年 平成 29 年 

【畜舎における火災の出火原因表（火災報告により作成）】 

【建物火災における火災の出火原因表（火災報告により作成）】 
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３ 消防用設備等の特例基準 

規制改革実施計画（令和３年６月 18 日閣議決定。資料３参照）におい

て、「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律」（資料２参照）の「施

行時期を目途として、消防法施行令の改正を基本に、畜舎における特例基

準を定めるとともに、農林水産省と連携して、改正内容を消防機関及び畜

産関係者に周知する」こととされた。 

これを踏まえ、本検討部会では、以下を基本方針として、特例基準の検

討を行った。 

 

＜基本方針＞ 

 

① 「畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律」（資料２参照）の施

行時期を目途として、政省令の改正を基本に畜舎における特例基準を

定めることにより、判断基準の明確化、統一化を図る。 

 

② 特例基準は、次に該当する畜舎を対象とし、当該畜舎の構造や関連

する施設等の形態、従業員の数や滞在時間等の実態に応じた合理的な

ものとする。また、現在の特例の適用状況を踏まえた最低限の内容と

する。 

 

・出火の危険や避難上の支障が少ないこと。特に、人命危険のおそれ

が極めて少ないこと。 

・畜舎の周囲に十分な空地を保有する等、出火した場合に他への延焼

のおそれが少ないこと。 

 

さらに、畜舎の構造や関連する施設等の形態、従業員の数や滞在時間等

の実態に応じた合理的な特例基準とするため、下記日程により、畜舎の実

態を調査するための視察を実施した（資料４参照）。 

    

＜視察の実施状況＞ 

   令和３年３月 12 日 北海道帯広市等（牛舎） 

   令和３年３月 24 日 鹿児島県鹿屋市（牛舎） 

   令和３年７月５日 北海道河東郡鹿追町（牛舎）※委員（一部）が同行 

令和３年７月６日 北海道河西郡中札内村（牛舎）※委員（一部）が同行 

   令和３年７月 15 日 広島県山県郡北広島町（豚舎） 

令和３年７月 16 日 兵庫県三木市（鶏舎） 
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(1) 共通事項 

ア 特例の対象とする畜舎等 

消防庁では、技術的助言として、畜舎における消防用設備等の特

例の適用に際しての要件に係る質疑応答（昭和 53 年消防予第 179 号

及び昭和 54 年消防予第 229 号）を示している。これらの通知におい

て、畜舎は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）「別表第１

（15）項に掲げる防火対象物に該当するもの」として取り扱うこと

としており、各消防本部では、当該技術的助言の内容に沿って、運

用がなされている。 

畜舎経営においては、通常、家畜の飼養に供する防火対象物であ

る「畜舎」のほか、当該畜舎の「関連施設」や、家畜の排泄物の処

理又は保管の用に供する防火対象物である「堆肥舎」が設けられ

る。このため、特例基準は、「畜舎」のほか、当該畜舎の「関連施

設」及び「堆肥舎」を対象としたものとすべきである。なお、家畜

の排泄物からバイオマス燃料等の可燃物を製造し又は保管する施設

や、排泄物を加熱処理する施設は、特例基準の対象とする「堆肥

舎」として取り扱わないものとすべきである。 

 

※「畜舎」のほか、当該畜舎の「関連施設」及び「堆肥舎」を「畜 

舎等」という。 

 

具体的には、特例の対象は、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37

号）別表第１（15）項に掲げる防火対象物のうち、「畜舎等」の用に

供するもので、次の①及び②を満たすものとすべきである。 

 

①  防火上及び避難上支障がないもの 

②  周囲の状況に関し延焼防止上支障がないもの 

 

      また、「関連施設」については、搾乳施設及び家畜の飼養の用に供

する施設に附随する集乳施設であって、次の③から⑤に該当するも

のとすべきである。 

 

③  管理権原を有する者が同一であること 

④  利用者が同一であるか又は密接な関係を有すること 

⑤  利用時間がほぼ同一であること 

 



19 
 

なお、特例の対象とする畜舎等の一部を、畜産経営に関する軽微な

執務又は飼料若しくは敷料又は農業用機械の保管その他これらに類

する目的のため使用することが考えられる。 

消防法令においては、防火対象物の一部が主たる用途とは異なる用

途に供される場合で、当該部分がその管理についての権原、利用形態

そのほかの状況により主たる用途に供される防火対象物の部分の従

属的な部分を構成すると認められる場合は、当該部分は、主たる用途

に含まれるものとして取り扱うこととなる（消防法施行令（昭和 36

年政令第 37 号）第１条の２第２項及び別表第１備考１）。消防庁では、

「管理についての権原、利用形態そのほかの状況により他の用途に供

される防火対象物の部分の従属的な部分を構成すると認められる部

分」について、技術的助言として、従属的な部分を構成すると認めら

れる部分の要件に係る運用基準（昭和 50 年消防予第 41 号・消防安第

41 号）（資料６参照）を示しており、各消防本部では、当該技術的助

言の内容に沿って、運用がなされている。 

これを踏まえ、特例の対象とする畜舎等の一部を、畜産経営に関す

る軽微な執務又は飼料若しくは敷料又は農業用機械の保管その他こ

れらに類する目的のため使用することが考えられる場合、当該部分が

全体の過半に満たず、同じく③から⑤に該当する場合は、特例の対象

として取り扱うものとすべきである。 

      

     消防法施行令（昭和 36 年政令第 37 号）（抜粋）  

第１条の２ 

１ （略） 

２ 法第八条第一項の政令で定める二以上の用途は、異なる二以

上の用途のうちに別表第一（一）項から（十五）項までに掲げ

る防火対象物の用途のいずれかに該当する用途が含まれている

場合における当該二以上の用途とする。この場合において、当

該異なる二以上の用途のうちに、一の用途で、当該一の用途に

供される防火対象物の部分がその管理についての権原、利用形

態その他の状況により他の用途に供される防火対象物の部分の

従属的な部分を構成すると認められるものがあるときは、当該

一の用途は、当該他の用途に含まれるものとする。 

 

別表 （略） 

備考 
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 １ 二以上の用途に供される防火対象物で第一条の二第二項後

段の規定の適用により複合用途防火対象物以外の防火対象物

となるものの主たる用途が（一）項から（十五）項までの各

項に掲げる防火対象物の用途であるときは、当該防火対象物

は、当該各項に掲げる防火対象物とする。 

２～４ （略） 

 

     昭和 50 年消防予第 41 号・消防安第 41 号（抜粋）  

１ 消防法施行令（以下「令」という。）第１条の２第２項後段に

規定する「管理についての権原、利用形態その他の状況により

他の用途に供される防火対象物の部分の従属的な部分を構成す

ると認められる」部分とは、次の(1)又は(2)に該当するものと

する。 

(1) 令別表第１(1)項から(15)項までに掲げる防火対象物（以下

「令別表対象物」という。）の区分に応じ、別表(イ)欄に掲げ

る当該防火対象物の主たる用途に供される部分（これらに類

するものを含む。）に機能的従属していると認められる同表

(ロ)欄に掲げる用途に供される部分（これらに類するものを

含む。）で、次の(ア)から(ウ)までに該当するもの 

(ア) 当該従属的な部分についての管理権原を有する者が主た

る用途に供される部分の管理権原を有する者と同一である

こと。 

(イ) 当該従属的な部分の利用者が主たる用途に供される部分

の利用者と同一であるか又は密接な関係を有すること。 

(ウ) 当該従属的な部分の利用時間が主たる用途に供される部

分の利用時間とほぼ同一であること。 

(2)（略） 

２（略） 

別表（略） 

 

      以下、①及び②の要件について、特例の対象とする畜舎等の「構

造」「居室」「周囲の状況」の具体的な条件を検討する。 
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  イ 構造 

特例基準の対象とする畜舎等は、出火した場合に他への延焼のおそ

れが少なく、避難上支障が少ないものとするため、「畜舎等の建築等

及び利用の特例に関する法律」（資料２参照）及び「特定畜舎等建築

物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める等の件」（平

成 14 年国土交通省告示第 474 号）と同様に、階数が一（平屋建て）

であることを条件とすべきである。 

ただし、一定の要件を満たす場合は、２階建てとすることが可能で

あると考えられる。 

具体的には、延べ面積が 3,000 ㎡以下であり、かつ、次の①及び②

を満たす場合は、２階建てとすることができると考えられる。 

 

①  ２階部分は、次に掲げる要件を満たすこと。 

イ 直接地上へ通じ、又は屋外階段へ通ずる避難上有効な開口

部を各部分から容易に見通し、かつ、識別することができる

ものであること。※ 

 

ロ 各部分からイの開口部に至る歩行距離が 30ｍ以下であるこ

と。 

 

② 延べ面積が 1,500 ㎡を超える場合は、①のほか、次に掲げる要 

件を満たすこと。 

イ 避難上又は消火活動上有効な開口部を有しない階が存しな

いこと。 

 

ロ 直接地上へ通じ、又は屋外階段へ通ずる避難上有効な開口

部が二以上設けられており、畜舎等の各部分から当該開口部

に至る避難経路が確保されていること。 

 

※吹き抜け構造を有することにより直接地上へ通ずる避難上有効

な開口部を各部分から容易に見通し、かつ、識別することがで

きる場合や、２階部分の避難上有効な開口部に屋外階段等があ

り、直接地上へ避難できる場合が考えられる。 
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畜舎等の建築等及び利用の特例に関する法律（令和３年法律第 34

号）（抜粋） 

第３条 

１、２（略） 

３ 都道府県知事は、第一項の認定の申請があった場合におい

て、主務省令で定めるところにより、当該申請に係る畜舎建

築利用計画が次の各号（特例畜舎等の建築等及び利用をしよ

うとする場合にあっては、第四号を除く。）のいずれにも適合

すると認めるときは、その認定をするものとする。 

一（略）  

二  畜舎等の高さが主務省令で定める高さ以下であって、その

階数が一であり、かつ、畜舎等内に居住のための居室を有し

ないものであること。 

（以下省略） 

      

特定畜舎等建築物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準を定

める等の件 （平成 14 年国土交通省告示第 474 号） 

第１ 適用の範囲 

特定畜舎等建築物の構造方法は、建築基準法施行令（以下

「令」という。）第三章第三節、第四節の二、第五節及び第六節

に定めるところによるほか、次に定めるところによらなければ

ならない。この場合において、木造の建築物について第三第一

項第一号から第三号までに定める構造計算によって構造耐力上

安全であることが確かめられた場合には、令第四十三条第一項

及び第四十六条の規定によらないことができる。 

一 木造、補強コンクリートブロック造、鉄骨造若しくは鉄筋

コンクリート造の建築物又はこれらの構造のうち二以上の構

造を併用する建築物であること。 

二 階数が一であること。 

三 高さが 13ｍ以下で、かつ、軒の高さが９ｍ以下であるこ

と。 

四 架構を構成する柱の相互の間隔が 15ｍ以下であること。 

五 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に定

める市街化区域以外の区域に建設し、かつ、居室を設けない

こと。 

（以下省略） 
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  ウ 居室 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第４号において、居

室とは、「居住、作業、集会、娯楽その他これらに類する目的のため

に継続的に使用する室をいう。」と定義がされている。 

特例基準の対象とする畜舎等は、出火の危険や避難上の支障（特に

人命危険のおそれ）に鑑み、居住のための居室を有しないものとすべ

きである。 

また、居住のための居室以外の居室（執務、作業等の目的のために

継続的に使用する室）についても、イ 不特定又は多数の者の利用、

ロ 就寝、ハ 多量の火気を使用する設備又は器具を設けての利用に供

しないものであるとともに、避難口を容易に見通せるなど、避難に支

障がないことを条件にすべきである。 

具体的には、畜産経営に関する軽微な執務又は飼料若しくは敷料又

は農業用機械の保管その他これらに類する目的のため使用の用に供す

るもので、次の①及び②に該当するものとすべきである。 

 

① 次に掲げる利用に供されるものでないこと。 

イ 不特定又は多数の者の利用 

ロ 仮眠その他の就寝の利用 

ハ 多量の火気を使用する設備又は器具を設けての利用 

 

② 次に掲げる要件を満たすこと。 

   

イ 直接地上へ通ずる避難上有効な開口部を当該居室の各部分

から容易に見通し、かつ、識別することができるものである

こと。 

ロ 当該居室の各部分からイの開口部に至る歩行距離が 30ｍ以

下であること。 
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  エ 周囲の状況 

特例基準の対象とする畜舎等は、畜舎の周囲に十分な空地を有す 

る等、出火した場合に他への延焼のおそれが少ないものとすべきで

ある。 

具体的には、次の①及び②に該当することを条件とすべきであ

る。 

 

①  都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第７条第１項に規定す

る市街化区域又は同法第８条第１項第１号に規定する用途地域

以外の地域に存するものであること。 

 

②  畜舎等の周囲６ｍ以内に建築物又は工作物が存しないもので

あること。ただし、当該建築物又は工作物が次のいずれかの要

件を満たす場合は、この限りでない。 

 

イ 不燃性を有する建築材料で造られたものであること。 

 

ロ 内部に人が立ち入ることのできない構造（構造的に内部に入

ることができない構造）となっているものであること。 

 

※特例基準の対象とする畜舎等が複数存し、当該畜舎等がいずれ

もイの要件を満たす場合は、相互間の距離は６ｍ以内とするこ

とができる。 

 

都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）（抜粋） 

第７条 都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的

な市街化を図るため必要があるときは、都市計画に、市街

化区域と市街化調整区域との区分（以下「区域区分」とい

う。）を定めることができる。ただし、次に掲げる都市計画

区域については、区域区分を定めるものとする。 

一 次に掲げる土地の区域の全部又は一部を含む都市計画区域 

イ 首都圏整備法第二条第三項に規定する既成市街地又は同 

条第四項に規定する近郊整備地帯 

ロ 近畿圏整備法第二条第三項に規定する既成都市区域又は 

同条第四項に規定する近郊整備区域 

ハ 中部圏開発整備法第二条第三項に規定する都市整備区域 
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二 前号に掲げるもののほか、大都市に係る都市計画区域とし

て政令で定めるもの 

２、３（略） 

第８条 都市計画区域については、都市計画に、次に掲げる地

域、地区又は街区を定めることができる。 

   一 第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第

一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、第

一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、田園住居地

域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域又は

工業専用地域（以下「用途地域」と総称する。） 

      

建築基準法第二十六条第三号の規定に基づく国土交通大臣が定める

基準 (平成 6年 7月建設省告示第 1716 号)（抜粋） 

第１、第２（略） 

第３ 周囲の状況 

畜舎等の周囲の状況が、次のいずれかに適合するものである

こと。 

１ 次のイ及び口に適合する畜舎等にあっては、６ｍ以内に建築

物又は工作物（当該畜舎等に附属する不燃性を有する建築材料

で造られたものを除く。次号において同じ。）が存しないこと。 

  イ 階数が一であるもの 

 ロ 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に

規定する市街化区域以外の区域内にあるもの 

２ 前号に掲げるもの以外の畜舎等にあっては、20ｍ以内に建築

物又は工作物が存しないこと。 
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(2) 各消防用設備等の特例基準の内容 

ア 消火設備 

消火器具については、火災初期の段階において、火災を消火し、そ

の拡大を防止するため設ける最低限の消火設備であることから、設置

が必要である。 

消火器具に係る現行基準では、当該防火対象物の各部分からそれぞ

れ一の消火器具に至る歩行距離が 20ｍ以下となるように配置しなけれ

ばならないこととされているが、畜舎等の実態を踏まえると、特例基

準の対象とする畜舎等においては、各部分のうち、「専ら家畜の飼養

又排泄物の処理若しくは保管の用に供する部分」を除いた部分から、

それぞれ一の消火器具に至る歩行距離が 20ｍ以下となるように配置す

ることとすべきである。 

この場合において、次の①から③に該当する部分については、「専

ら家畜の飼養又排泄物の処理若しくは保管の用に供する部分」に該当

しないものとして取り扱うべきである。 

 

①  通路部分（家畜専用の通路となる部分を除く。） 

 

②  畜産経営に関する軽微な執務又は飼料若しくは敷料又は農業用

機械の保管その他これらに類する目的のため使用の用に供する部

分（当該部分に至る廊下等の共用部分を含む。） 

 

③  排泄物の保管の用に供する部分のうち、梱包等の作業を行うた

めの機械等が設けられ又は梱包材等の可燃物が保管されている部

分 

 

なお、消火器具の具体的な設置場所については、必要に応じて、管

轄の消防本部と協議し、個々の畜舎等の実態を踏まえたものとするこ

とが望ましい。 

 

屋内消火栓設備については、消火器具で消火できる段階を過ぎた火

災を消火し、その拡大を防止するため設けるものであり、特例基準の

対象とする畜舎等は、出火の危険や出火した場合の他への延焼のおそ

れが少ないものを想定していることから、設置を要しないものとすべ

きである。 
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屋外消火栓設備は、消火器具や屋内消火栓設備で消火できる段階を

過ぎた火災について、隣接する建物への延焼を防止するため設けるも

のであり、特例基準の対象とする畜舎等は、出火の危険や出火した場

合の他への延焼のおそれが少ないものを想定していることから、同様

に、設置を要しないものとすべきである。 

 

特殊消火設備については、特例基準の対象とする畜舎等の部分が当

該設備の設置を要する部分に該当する場合は少ないものと考えられる

が、当該設備は、駐車等の特殊な用途部分における火災や、特殊な可

燃物の火災を消火し、その拡大を防止するため設けるものであること

から、特例の対象とする畜舎等に、これらの火災が想定される部分が

存するときは、その設置が必要である。 
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イ 警報設備 

自動火災報知設備については、火災の熱や煙等を感知して、火災が

発生した旨を建物の利用者に早期に報知し、避難や消火等を有効に実

施させるため設けるものであり、特例基準の対象とする畜舎等は、出

火の危険や出火した場合の他への延焼のおそれが少ないものを想定し

ていることから、原則、設置を要しないものとすべきである。 

特例の対象とする畜舎等に、畜産経営に関する軽微な執務又は飼料

若しくは敷料又は農業用機械の保管その他これらに類する目的のため

の使用に供する部分（当該部分に至る廊下等の共用部分を含む。）

で、床面積の合計が 1,000 ㎡以上（避難上又は消火活動上有効な開口

部が少ない階（無窓階）にあっては 300 ㎡）（※１）のものが存する

場合は、出火の危険や避難上の支障（特に人命危険のおそれ）に鑑

み、自動火災報知設備の設置が必要である。 

ただし、自動火災報知設備の設置が必要となる場合であっても、畜

舎等の実態を踏まえると、専ら家畜の飼養に供する部分（当該部分に

面する通路部分を含む。）には、地区音響装置の設置は要さないもの

とすべきである。また、自動火災報知設備に係る現行基準では、外部

の気流が流通する場所で、感知器によっては当該場所における火災の

発生を有効に感知することができない部分には、感知器の設置は要し

ない（※２）こととされていることを踏まえ、感知器の設置個所は必

要最小限とするよう合理的な運用の徹底を図るべきである。 

 

（※１）自動火災報知設備に係る現行基準においては、消防法施行

令（昭和 36 年政令第 37 号）別表第１（15）項に掲げる防

火対象物の用に供する部分の床面積の合計が 1,000 ㎡（避

難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階（無窓階）に

あっては 300 ㎡）以上となる場合は、自動火災報知設備の

設置が必要とされている。 

（※２）消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第６号）第 23 条第４

項第１号ロ 

 

ガス漏れ火災警報器及び漏電火災警報器については、現行基準にお

いて、特例基準の対象とする畜舎等の部分が当該設備の設置を要する

部分に該当する場合は少ないものと考えられるが、当該設備は、温泉

の採取等に係る可燃性ガスやラスモルタル造における漏洩電流のおそ

れが特に起こりうるものについて、設置を求めているものであること
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から、これらの危険のおそれが想定される部分が存するときは、その

設置が必要である。 

消防機関へ通報する火災報知設備については、火災が発生した旨を

消防機関へ通報することを目的として設けるものであり、特例基準の

対象とする畜舎等は、出火の危険や出火した場合の他への延焼のおそ

れが少ないものを想定していることから、設置を要しないものとすべ

きである。 

 

非常警報設備については、特例基準の対象とする畜舎等の部分が当

該設備の設置を要する部分に該当する場合は少ないと考えられるが、

当該設備は、建物の利用者数（収容人員）が一定規模以上となる場合

に火災が発生した旨を早期に放置し、避難等を有効に実施させるため

設けるものであることから、特例の対象とする畜舎等に、畜産経営に

関する軽微な執務又は飼料若しくは敷料又は農業用機械の保管その他

これらに類する目的のための使用に供する部分（当該部分に至る廊下

等の共用部分を含む。）で、利用者数（収容人員）の合計が 50 人（避

難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階（無窓階）にあっては 20

人）（※）以上のものが存する場合は、避難上の支障（特に人命危険

のおそれ）に鑑み、非常警報設備の設置が必要である。 

ただし、自動火災報知設備と同様に畜舎等の実態を踏まえると、専

ら家畜の飼養に供する部分（当該部分に面する通路部分を含む。）に

は、地区音響装置の設置は要さないものとすべきである。 

 

（※）非常警報設備に係る現行基準においては、消防法施行令（昭和

36 年政令第 37 号。）別表第１（15）項に掲げる防火対象物で、

収容人員が 50 人以上のもの又は地階及び無窓階の収容人員が

20 人以上のものとなる場合は、非常警報設備の設置が必要とさ

れている。 
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ウ 避難設備 

誘導灯については、避難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階

（無窓階）である場合において、特に、避難口の位置や避難経路を誘

導することで利用者の逃げ遅れを防ぐため設けるものであることか

ら、避難上の支障（特に人命危険のおそれ）に鑑み、設置が必要であ

る。 

ただし、各部分から避難口が直ちに判別できるなど、避難が容易で

ある場合は、誘導灯の設置を要しないものとすべきである。 

誘導灯に係る現行基準において、避難階にある居室で、(ｲ) 直接屋

外の地上へ通ずる避難口を有すること、(ﾛ) 室内の各部分から避難口

を容易に見とおし、かつ、識別することができ、室内の各部分から当

該避難口に至る歩行距離が 30ｍ以下であること、(ﾊ) 蓄光式誘導標識

が基準に従い設けられていることのすべての要件に該当する場合は、

当該部分に誘導灯の設置を要しないとされている。 

これを踏まえ、具体的には、特例の対象となる畜舎等のうち、次の

①及び②に定める構造を有するものについては、(ﾛ)の要件に関し、

常時人が立ち入らない部分（常時人が立ち入って作業等を行う部分以

外の部分）からの歩行距離の基準は求めない（※）こととすべきであ

る。 

 

①  直接地上へ通ずる避難上有効な開口部が二以上設けられてお

り、畜舎等の各部分から当該開口部に至る避難経路が確保されて

いるものであること。 

 

②  畜舎等の各部分から①の開口部を容易に見とおし、かつ、識別

することができるものであること。 

 

    （※）常時人が立ち入らない部分（常時人が立ち入って作業等を行う部

分以外の部分）からの歩行距離が 30ｍを超える場合であっても、当

該部分以外の部分からの歩行距離が 30ｍ以下である場合は、誘導灯

の設置を要しない。 

 

誘導標識については、避難口の位置や避難経路を誘導することで利

用者の逃げ遅れを防ぐため設けるものであり、特例基準の対象とする

畜舎等は、避難上の支障が少ないものを想定していることから、避難

上又は消火活動上有効な開口部が少ない階（無窓階）に該当しない場
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合は、設置を要しないものとすべきである。 

避難上又は消火活動上有効な開口部が少ない階（無窓階）である場

合は、誘導灯が設置される場合を除き、誘導標識の設置が必要となる

が、この場合であっても、避難が容易である場合は、避難上の支障

（特に人命危険のおそれ）が少ないことに鑑み、誘導標識の設置を要

しないものとすべきである。 

誘導標識に係る現行基準において、居室の各部分から主要な避難口

を容易に見とおし、かつ、識別することができる階で、当該避難口に

至る歩行距離が 30ｍ以下である場合は、当該部分に誘導標識の設置を

要しないとされている。 

これを踏まえ、具体的には、特例の対象となる畜舎等のうち、次の

①及び②に定める構造を有するものについては、常時人が立ち入らな

い部分（常時人が立ち入って作業等を行う部分以外の部分）からの歩

行距離の基準は求めない（※）こととすべきである。 

 

①  直接地上へ通ずる避難上有効な開口部が二以上設けられてお

り、畜舎等の各部分から当該開口部に至る避難経路が確保されて

いるものであること。 

 

②  畜舎等の各部分から①の開口部を容易に見とおし、かつ、識別

することができるものであること。 

 

    （※）常時人が立ち入らない部分（常時人が立ち入って作業等を行う部

分以外の部分）からの歩行距離が 30ｍを超える場合であっても、当

該部分以外の部分からの歩行距離が 30ｍ以下である場合は、誘導標

識の設置を要しない。 

 

なお、避難器具については、消防法施行令（昭和 36 年政令第 37

号）別表第１（15）項に掲げる防火対象物の３階以上の階又は地階に

設置を要するものであり、特例基準の対象とする畜舎等は、３階以上

の階又は地階を有しないものを想定していることから、設置を要しな

い。 

  



32 
 

エ 消防用水 

消防用水については、広い敷地に存する大規模な建物において火災

が延焼拡大した場合、敷地外に存する公設の消火栓等だけでは消火活

動が難しくなることから、迅速な消火活動ができるよう、敷地内に最

低限の水利を確保するため設けるものであることから、畜舎等が広い

敷地に存する大規模なものである場合は、迅速な消防活動のため、設

置が必要である。 

ただし、特例基準の対象とする畜舎等は、出火の危険や出火した場

合の他への延焼のおそれが少ないものを想定していることから、設置

基準について、一定の緩和規定を設けるべきである。 

具体的には、消防用水に係る現行基準において、耐火建築物、準耐

火建築物以外の建築物については、１階及び２階の床面積の合計が

5,000 ㎡以上の場合に消防用水の設置を要することとされているが、

次の①及び②に該当する場合は、基準面積を緩和し、床面積の合計が

10,000 ㎡以上の場合に消防用水の設置を要するものとすべきである。 

    

①  木造以外の平屋建てであること。 

 

②  畜舎等の高さが 16ｍを超えるものでないこと。 

 

消防用水に係る現行基準においては、同一敷地内に二以上の建築物

がある場合で、それらの建築物相互間の距離が１階にあっては６ｍ以

内、２階にあっては 10ｍ以内である部分（延焼のおそれのある部分）

を有するときは、延焼危険性に鑑み、それらの建築物は一の建築物と

みなして設置基準を適用することとされている。 

建物相互間の距離が６ｍを超える（２階にあっては 10ｍを超える）

場合は、渡り廊下等で接続されない限り、別の建物として取り扱うこ

ととなるが、畜舎等の実態を踏まえると、畜舎間を家畜が往来するた

めの渡り廊下等を設けるといったニーズが生じる場合が多い。 

建物間を渡り廊下等で接続した場合に、一の建物（同一棟）として

取り扱うか、別の建物（別棟）と取り扱うかについて、消防庁では、

技術的助言として、消防用設備等の設置に関し、別の建物（別棟）と

取り扱うための要件に係る運用基準（昭和 50 年消防安第 26 号）（資

料７参照）を示しており、各消防本部では、当該通知の内容に沿っ

て、運用がなされているが、当該基準は、畜舎等の実態を十分に踏ま

えたものとはなっていない。 
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特例基準の対象とする畜舎等は、出火の危険や出火した場合の他へ

の延焼のおそれが少ないものを想定していることから、特例の対象と

なる畜舎等が地階以外の階において渡り廊下で接続されている場合

で、延焼防止上の一定の条件を満たす場合は、消防用水に係る設置基

準の適用について、別の防火対象物とみなすことが可能となる緩和規

定を設けるべきである。 

具体的には、特例の対象となる畜舎等の二以上の部分が渡り廊下そ

の他これらに類する部分（以下「渡り廊下等」という。）で接続され

ている場合で、①から③の要件を満たすときは、当該各部分の消防用

水に係る設置基準の適用については、それぞれ別の防火対象物とみな

すものとすべきである。 

 

①  各部分がいずれも次に定める構造を有するものであること。 

イ 主要構造部の全部又は一部に木材、プラスチックその他の可燃

材料を用いたものでないこと。 

 

ロ 平屋建てで、高さが 16ｍを超えるものでないこと。 

 

②  各部分の相互間の距離が６ｍを超えるものであること。 

 

③  各部分が、次のイからホに該当する渡り廊下等のみで接続してい

るものであること。 

イ 不燃材料で造ったものであること。 

 

ロ 直接外気に開放されているものであること。ただし、次の要件

を満たす排煙口が設けられ、又は煙が滞留するおそれがない場合

は、この限りでない。 

 

(ｲ)  直接外気に接し、常時開放されたものであること。 

(ﾛ)  屋根又はこれに類する部分に設けられたものであること 

(ﾊ) 渡り廊下等の長辺の３分の１以上の幅で高さ１ｍ以上であ

ること。 

 

ハ  畜舎等と渡り廊下等との接続部分に不燃材料で造った防煙壁※

を設けること。ただし、煙が流入するおそれがない場合は、この

限りでない。 
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ニ  通行又は運搬の用途のみに供され、可燃物の存置その他通行の

支障がない状態にあるものであること。 

 

ホ  接続する畜舎等のいずれかが、避難上又は消火活動上有効な開

口部が少ない構造（無窓階）である場合は、次の要件を満たす開

口部を設けたものであること。 

 

 (ｲ)  面積及び床面から開口部の下端までの高さは、消防活動上支

障ないものであること。 

 (ﾛ) 幅員１ｍ以上の空地に面したものであること。 

 (ﾊ) 開口のため常時良好な状態（出入りの支障となる構造としな

い、物品等を存置しない等）に維持されているものであるこ

と。 

 

※「防煙壁」とは、「天井面から 50cm 以上下方に突出した垂れ壁そ

の他これらと同等以上の煙の流動を妨げる効果のあるもので、不

燃材料で造り、又は覆われたもの」（消防法施行規則第３０条第１

項イ）をいう。 

 

なお、運用基準（昭和 50 年消防安第 26 号）（資料７参照）により

既に別の建物（別棟）と取り扱われているものについては、引き続

き、別の建物（別棟）と取り扱うべきである。 

 

(3) 留意事項 

畜舎の用途に供する防火対象物について、全国の消防本部に対し調査

を行ったところ、回答のあった 1,891 件の畜舎のうち消防法施行令（昭

和 36 年政令第 37 号）第 32 条に基づく特例を適用しているものが 1,879

件であった。これらは、管轄の消防長・消防署長において、現場の状況

（畜舎の位置、構造又は設備の状況）から、特例の適用可否を個別に判

断しているものであり、本検討部会において検討した新たな特例基準の

内容と異なる内容の特例が適用されている場合も考えられる。 

このため、既に管轄の消防長・消防署長において、消防法施行令（昭

和 36 年政令第 37 号）第 32 条に基づく特例の適用が認められた既存の畜

舎については、引き続き、当該特例が認められた条件での特例を適用で

きるものとし、本検討部会で検討した新たな特例基準を適用することに
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ついても、当該畜舎等の関係者が、選択できるものとすべきである。 

 

４ その他 

(1)  畜産関係者等への分かりやすい周知 

特例基準の内容については、消防庁と農林水産省が連携して、消防機

関及び畜産関係者に周知する必要がある。その際、消防機関及び畜産関

係者に誤解等が生じないよう、図等を用いたリーフレットを作成する等

により、特例基準の内容を分かりやすく周知を図る必要がある。 

 

(2)  畜舎等の要件適合の維持等 

 本検討部会では、①出火の危険や避難上の支障が少ない（特に人命危

険のおそれが極めて少ない）こと及び②出火した場合に他への延焼のお

それが少ないことを特例の対象とする畜舎等の要件とし、これら①及び

②の要件に適合する畜舎等について、消防用設備等の特例基準を検討し

た。このため、畜舎等の関係者においては、新たな特例基準を適用した

畜舎等について、不特定又は多数の者の利用に供する居室を設けないな

ど、これら①及び②の要件に適合した状態を維持することが必要であ

る。 

また、消火器の使用方法や火災時の避難、消防機関への通報等につい

て、訓練を計画的に実施し、初動対応等の実効性を高めていくことが有

効である。 

 

(3)  大規模な畜舎における個別の計画について 

大規模な畜舎については、火災時の迅速かつ効果的な消防活動のた

め、必要に応じ、管轄の消防本部において、畑地かんがい用水や家畜の

飲料用の貯水槽等の活用を含む消防水利などの利活用について当該畜舎

の関係者と協議し、個別の畜舎に関する活動方針や計画を定めておくこ

とが有効である。この場合において、畜舎等の関係者が過大な投資を伴

うことのないよう留意が必要である。 
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【畑地かんがい用水の概要】 

＜大隅肝属地区消防組合消防本部＞ 

○畑地かんがい用水の使用について 

 火災現場に対する給水維持に緊急の必要がある場合に使用する。 

○畑地かんがい用水の使用方法 

 畑地かんがい用水を一旦、防火水槽または簡易水槽等（タンク車へ積載）に貯

水し、ポンプ等により放水を行う。ただし、畑地かんがい用水の給水栓より直接

ホースを使用して放水を行う場合はその限りでない。 

○カップリングの配備状況 

 大隅肝属消防組合管内においては、土地改良区が鹿屋市と肝付町にあり、それ

ぞれ消防水利使用協定書を締結している。 

 各署へ笠之原土地改良区用カップリングと肝属中部土地改良区用カップリング

を配備している。 

○大隅肝属地区消防本部において使用されているカップリング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（肝属中部土地改良区用カップリング） （笠之原土地改良区用カップリング） 

（畑地かんがい用水の給水栓） 
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【畑地かんがい用水の概要】 

＜盛岡地区広域消防組合消防本部＞ 

○畑地かんがい用水の使用について 

 有事の際には消火活動に使用可能であるが、設備はあくまでも個人所有のた

め、使用に際しては所有者の了解が必要である。 

○畑地かんがい用水の使用方法 

 ・ダムから給水し、配管により受益者の各畑等に給水栓（放口）を設けてい

る。 

 ・ダムからの最大落差は 140ｍ 

 ・各給水栓（放口）の放水圧力は約４キロ（自然落差により圧力を得ている

が、そのままでは最大 14 キロになるため、所々に減圧弁を設けている。） 

 ・配管の高所には空気弁、低所の末端には排泥弁を設け、泥をそのまま水路に

流せるようにしている。 

・給水栓（放口）の口径は 50 ㎜で消防用の接続金具と同等品を使用してお

り、通常マンホール内に収まっているが、使用するときには配管が立ち上が

るようになっている。このため消防用 50 ㎜ホースを接続することが可能で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ ー ス 接 続 部
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際市場でのイニシャティブを取れるものと

する。

農業者に農産物検査法に基づく検査以外の

選択肢を可能にするため、下記の事項につい

て、卸取引を含む取引につき、農産物検査に

よるものに加えて、その他の品質確認による

場合も可能とする。

aナラシ交付金、水田活用交付金等、数量品

質の確認が必要な補助金

農産物検査に代わる手法により助成対象数

量を確認することにより支援対象とする。

b産地、品種、産年などの食品表示

食品表示基準上、検査米、未検査米双方を対

農産物検査を要件とする
象に表示義務のある産地に加え、品種、産年、

a：農林水産省

10 補助金・食品表示制度の
生産者、検査・品質確認を行った者などの一

令和 2年度措置 b：消費者庁
定の事実情報の任意表示を可能とする（例：

見直し
品質確認 JAOO（登録検査機関名）、品質確

農林水産省

認 00ライス（農業者名））。農産物検査済み

のものについては、「農産物検査証明による」

旨の表示ができるようにするとともに、農産

物検査を受検しない場合についてその旨の

表示を義務付けることはしない。

また、根拠が不確かな表示がなされた米が流

通することを排除し、消費者の信頼を損ねる

ようなことがないようにするため、検査や取

引に関する記録の保存方法など必要な措置

は食品表示基準等やその運用で担保する。

以上のことを、消費者委員会の意見も踏ま

え、結論を得る。

(8)畜舎に関する規制の見直し

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

a 農林水産省は、国土交通省と連携して、市

街地から離れて建設される畜産業の用に供

する畜舎等を建築基準法（昭和 25年法律第

201号）の適用の対象から除外する特別法に

ついて、令和元年6月の規制改革実施計画に

基づき設けられた「新たな畜舎建築基準等の

あり方に関する検討委員会」の以下の事項を

始めとした令和 2年5月の「中間取りまと

め」の内容を実現するため、所要の法律案を
a:令和 3年上期措

a,b：農林水産

畜舎に関する規制の見直
整備する。

置
省

11 • 新制度はソフト基準とハード基準の組合 国土交通省
し

せにより一定の安全性を確保した上で建
b:令和 4年措置

c：農林水産省

築基準法の特例として措置し、事業者が新
C:令和 2年措置

総務省

築・増改築の際に新制度の活用を選択でき

る仕組みとすること。
． 対象は、市街化区域と用途地域等を除い

た地域に建築される平屋の畜舎、たい肥舎

及び搾乳施設で建築士が設計したものと

すること。
． 手続は、事業者による畜舎の利用及び設

計に関する計画について行政がソフト及
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びハード基準への適合性を確認する仕組

みとし、ハード基準の確認手続は簡素化。

J I S部材でない部材等は、強度試験等を

踏まえ使用する方向で検討。

また、法律案の整備に当たっては、以下の点

に留意する。
． 畜舎等の建築コストの削減、ソフト基準

による人件費の削減を始めとする経営コ

ストの実質的な削減について試算を行い、

法律案により、畜産業の国際競争力の強化

が図られることを明らかにすること。
． 農業者の意見を十分に踏まえること。
． 新制度の下で建設された畜舎が利用基準

に適合しなくなった場合の措置など地方

自治体に対して適切な支援を講じるなど

の対応を検討すること。

b 法律案の整備と並行して、法律案に含ま

れるソフト基準及びハード基準の具体的内

容について、以下の事項を始めとした「中間

取りまとめ」の内容を実現するため検討を行

い、結論を得る。
． 新制度を選択した事業者は、次のA基準

又はB基準を選択可能。
． A基準は、安全面のソフト基準（滞在密

度の規制等の簡易な基準）と現行基準に準

じたハード基準を組み合わせて、現行基準

と同等の安全性を確保。
． B基準は、安全面のソフト基準（作業効

率化による畜舎内滞在時間の削減などを

十分加味した滞在密度の規制等）と現行よ

りも緩和された新ハード基準を組み合わ

せて、畜舎に必要な最低限の安全性を確

保。

また、ソフト基準及びハード基準の具体的内

容の検討に当たっては、「中間取りまとめ」に

記載された「検証すべき事項」に留意する。

c 農林水産省は、総務省の協力も得ながら、

aの法律案に含めるか否かにかかわらず、消

防法（昭和 23年法律第 186号）に基づく各地

域の規制の実態を調査し、これに基づき畜産

業の国際競争力の強化を図るために規制の

見直しを行う必要があるか検討を行う。

(9)改正漁業法の制度運用

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

a 資源回復に向けたロードマップには、管

理目標の設定と漁獲シナリオの決定にとど

まらず、以下を始めとする具体的な対策を盛

り込む。 a:令和 2年度以降

1 2 資源管理 ・大臣管理と都道府県知事管理の漁獲可能量 順次措置 農林水産省

の配分方法 b:令和 2年度措置

•都道府県ごとの漁獲可能量の配分方法
・漁獲割当 (IQ)導入の時期

•関係者（都道府県、漁業者）間での調整方
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現地視察の畜舎概要
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㈱Ｂ＆Ｍ（北海道帯広市）㈱Ｂ＆Ｍ（北海道帯広市）

㈱Ｂ＆Ｍ
１ 敷地情報

敷地⾯積 30,369㎡、敷地内棟数４棟、収容⼈員４名

２ 対象物情報
①ロボット搾乳⽜舎Ａ棟
基本情報 平屋建、延べ床⾯積3,635㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓乳⽜の飼育及び搾乳
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

②ロボット搾乳⽜舎Ｂ棟
基本情報 平屋建、延べ床⾯積3,635㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓乳⽜の飼育及び搾乳
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

③ポンプ・機械室棟
基本情報 平屋建、延べ床⾯積58㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓バイオガス発酵槽関連施設
設置されている消防⽤設備等︓なし

④堆積場棟
基本情報 平屋建、延べ床⾯積51㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓バイオガス発⽣に利⽤された後の堆肥の保管
設置されている消防⽤設備等︓なし

①ロボット搾乳牛舎Ｂ棟

②ロボット搾乳牛舎Ａ棟

③ポンプ・機械室棟
①

②

③

６m以上
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㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟内部の状況①㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟内部の状況①

③管理室の様子

①フリーストールの様子

②

②搾乳ロボットの様子

④生乳タンク室の様子

①

③
④
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㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟内部の状況②㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟内部の状況②

①自動給餌機の様子

③ボイラーの様子

②飼料保管の様子

④消火器の設置状況③ボイラーの設置状況

①

② ④

③

60



㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟外部の状況㈱Ｂ＆Ｍロボット搾乳牛舎棟外部の状況

②

①少量危険物保管の様子

③変電設備

②発電器の設置状況 240kw

④防火水槽の様子

①

②

③

④
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牧原牧場（鹿児島県鹿屋市）牧原牧場（鹿児島県鹿屋市）

１ 敷地情報
敷地⾯積 20,021㎡、敷地内棟数４棟、収容⼈員３名

２ 対象物情報
①ドーム舎
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 1,111㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓⾷⽤⽜の飼育
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

②分娩・育成舎
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 1,106㎡、⽊造
建物の使⽤⽅法︓⾷⽤⽜の飼育
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

③堆肥舎
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 480㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓堆肥の保管
設置されている消防⽤設備等︓なし

④倉庫棟
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 300㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓飼料の保管、従業員の休憩
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

① ③

④

③堆肥舎

④倉庫棟

①分娩・育成舎東面
②

②分娩・育成舎西面 62



牧原牧場の状況①牧原牧場の状況①

①ドーム舎の様子

③堆肥舎の様子

②分娩・育成舎の様子

④倉庫内の様子 ⑤従業員休憩室の様子

②

①

③

⑤
④
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②機材用燃料の保管状況

牧原牧場の状況②牧原牧場の状況②

①トラクタｰ（モーター式）の状況

③電気ヒーターの状況 ④給湯器の状況

②

⑤

①

④③

⑤LPG設置状況
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牧原牧場の状況③牧原牧場の状況③

①電気配線の状況 ②分電盤の状況

③飼料用サイロの状況

⑤

④

①
③

②

④消火器の設置状況 ⑤地下水タンクの状況
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石原畜産（鹿児島県鹿屋市）石原畜産（鹿児島県鹿屋市）

１ 敷地情報
敷地⾯積 21,193㎡、敷地内棟数10棟、収容⼈員２名

２ 対象物情報
①⽜舎１
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 1,107㎡、鉄⾻造（⼀部⽊造）
建物の使⽤⽅法︓⾷⽤⽜の飼育
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

②⽜舎２〜９
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 1,023㎡、鉄⾻造（⼀部⽊造）
建物の使⽤⽅法︓⾷⽤⽜の飼育
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

③管理事務所
基本情報 平屋建、延べ床⾯積 情報なし㎡
建物の使⽤⽅法︓従業員の休憩等
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器（任意）

④堆肥舎（別敷地 ※道路を隔てた北側）
基本情報 平⾕建、延べ床⾯積 情報なし㎡
建物の使⽤⽅法︓従業員の休憩等
設置されている消防⽤設備等︓なし

①

②

③

①牛舎１ ③管理事務所

④堆肥舎（別敷地）②牛舎６～９
６ｍ以上 ６ｍ以上 ６ｍ以上 ６ｍ以上
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石原畜産牛舎内部の状況①石原畜産牛舎内部の状況①

①牛舎内部の様子

③飼料撹拌機

②畜産牛の肥育の様子

④資材置き場

④③

②
①
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石原畜産牛舎内部の状況②石原畜産牛舎内部の状況②

③

②

①

①消火器の設置状況

④休憩所内部

②動力用モーター

③喫煙所

⑤ディーゼルトラクター

⑥防火水槽40㎥

⑦畑灌用水（敷地外北側）

⑥ ⑤

⑦

④
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うしの中山（鹿児島県鹿屋市串良町）うしの中山（鹿児島県鹿屋市串良町）

④

②

③

１ 敷地情報
敷地⾯積 Ａ敷地 約17,000㎡、Ｂ敷地 約17,000㎡、

Ｃ敷地 約17,000㎡、 D敷地 約8,000㎡、
E敷地 約6000㎡

敷地内棟数 A敷地 13棟、B敷地13棟、C敷地 13棟、
D敷地 8棟、E敷地 5棟

収容⼈員計30⼈

Ａ敷地

C敷地

B敷地

D敷地

E敷地

２ 主な対象物情報
①肥育舎（計42棟）
1階建、延べ床⾯積 840〜1,350㎡、
鉄⾻造
建物の使⽤⽅法:⾷⽤⽜の飼育
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

③倉庫（計３棟）
1階建、延べ床⾯積 320~350㎡、
鉄⾻造
建物の使⽤⽅法:資材の保管
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

②堆肥舎（計６棟）
1階建、延べ床⾯積 800〜2,000㎡、
鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓堆肥の保管
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

④事務所
1階建、延べ床⾯積 160㎡、
鉄⾻造
建物の使⽤⽅法:資材の保管
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

①A敷地内肥育舎

③C敷地内肥育舎と堆肥置場

②倉庫外観

④管理事務所

①
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うしの中山の状況①うしの中山の状況①

①肥育舎内の様子

③倉庫内の様子②堆肥舎内における撹拌状況

①

②

③

④事務所内の様子

④
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うしの中山の状況②

①配電盤

③変電設備550kw・480kw②発電設備121.6kw

①

②③

④従業員用寄宿舎（別敷地）
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うしの中山の状況③

①堆肥舎内のトラクター

③焼却炉②事務所のLPG

①

②

③

④少量危険物貯蔵タンク

④
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うしの中山の状況④

①消火器の設置状況

③井戸水貯蔵タンク10㎥②防火水槽の設置状況

①

② ③

④堆肥置場に置かれた建築資材

④

６m以上
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搾乳ロボット

デイリーファーム武者（北海道河東郡鹿追町）デイリーファーム武者（北海道河東郡鹿追町）

ロボット⽜舎 内部（貯⽔槽（⽜飲み⽔）） ロボット⽜舎棟 消⽕器

ロボット⽜舎棟 外観

ロボット⽜舎棟 内部

ロボット⽜舎棟 内部（孔⼦育成部分）

１ 敷地情報
敷地⾯積 5717.80㎡ 収容⼈員３名

２ 対象物情報
・ロボット⽜舎、鉄⾻造
平屋建、延べ床⾯積 3206.60㎡
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器

・他、倉庫棟①・倉庫棟②・堆肥舎棟
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１階 平⾯図

中島生産組合（北海道河東郡中札内村）中島生産組合（北海道河東郡中札内村）

集乳施設

搾乳施設 外観

搾乳施設 内部

１ 敷地情報
敷地⾯積 6617.04.㎡ 収容⼈員16名

２ 対象物情報
・搾乳施設棟、鉄⾻造
地上２階、延べ床⾯積 1428.03㎡

１階 1302.03㎡（搾乳施設）
２階 125.55㎡（管理室）

設置されている消防⽤設備等︓消⽕器、誘導標識、⾃動⽕災報知設備

２階 平⾯図
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妊娠豚舎棟育成豚舎棟

ファロスファーム北広島農場（広島県山県郡北広島町）ファロスファーム北広島農場（広島県山県郡北広島町）

育成豚舎 内部妊娠豚舎 内部 豚舎間 渡り廊下

１ 敷地情報
敷地⾯積 47498.29㎡ 収容⼈員 10名

２ 対象物情報
・妊娠豚舎（３棟）、⽊造
平屋建、延べ床⾯積 1543.44㎡、1,840.80㎡(２棟)
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器、誘導標識

・分娩豚舎、⽊造
平屋建、延べ床⾯積2937.48㎡

・育成豚舎（３棟）、⽊造
平屋建、延べ床⾯積186.46㎡、310.96㎡、661.44㎡

・堆肥舎、⽊造
平屋建、延べ床⾯積619.95㎡

・雄豚舎、⽊造
延べ床⾯積220.58㎡

妊娠豚舎棟 外観
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松田養鶏場畜舎（兵庫県三木市）松田養鶏場畜舎（兵庫県三木市）

１ 敷地情報
敷地⾯積 60805.70㎡

２ 対象物情報
平屋建、延べ床⾯積 1755.5㎡（５棟）・1898.5㎡（５棟）鉄⾻造
建物の使⽤⽅法:採卵⽤畜舎
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器、動⼒消防ポンプ、誘導標識

鶏舎 外観

鶏舎 防⽕⽔槽 鶏舎 内部 鶏舎 内部
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堆肥舎 外観

松田養鶏場畜舎（兵庫県三木市）松田養鶏場畜舎（兵庫県三木市）

平屋建、延べ床⾯積1948.38㎡、2523.5㎡、鉄⾻造
建物の使⽤⽅法︓堆肥舎
設置されている消防⽤設備等︓消⽕器、動⼒消防ポンプ、誘導標識

堆肥舎 内部堆肥舎 内部 堆肥舎 内部 袋詰め機
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新たな畜舎建築基準等のあり方に関する検討委員会

砂金甚太郎 全国酪農業協同組合連合会代表理事会長

河野 守 東京理科大学工学部第二部建築学科教授

齋藤 一 士
＇じ、、 （株）庄内こめ工房代表取締役、（有）いずみ農産取締役

坂本 修三 坂本産業（株）代表取締役社長

清家 剛 東京大学大学院新領域創成科学研究科社会文化環境学専攻教授

高橋 利己 北海道建築士会遠軽支部長、 高橋建築コンシール

田畑 佑介 （株）タバタ代表取締役

中野 隆二 （有）フォルムデザイン代表取締役

林 いづみ 桜坂法律事務所弁護士

藤田 毅 （有）フジタファ ーム代表取締役

本川 和幸 （有）本川牧場代表取締役社長

三浦啓 北海道建築士事務所協会副会長、 三浦建築設計事務所

森 暢郎 （公社）日本建築家協会副会長

森田 茂 酪農学園大学農食環境学群循環農学類教授

山氏 徹 全国肉牛事業協同組合理事長

（五十音順、敬称略）
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新たな畜舎建築基準等のあり方に関する検討委員会開催要領（案）

1 趣旨
令和元年6月21日に閣議決定された規制改革実施計画において「農林水産省は、 国

土交通省の協力も得ながら、 市街地から離れて建設される畜産業の用に供する畜舎等
の利用の実態に応じた、 畜舎等の安全基準、 安全基準の執行体制など、 畜舎等の安全
対策の新しい在り方について検討を行うべく委員会を立ち上げ、 畜舎等の利用実態、
建築コストの増加要因、 海外の規制等を調査した上で、 畜舎等を建築基準法の適用の
対象から除外する特別法について検討を行い、 結論を得る。」とされたところである。

これを踏まえ、 新たな畜舎建築基準等のあり方について検討を行う。

2検討内容
(1)畜舎等に関する規制の見直しについて
(2)新たな畜舎建築基準等のあり方について
(3)その他

3検討委員会の構成
(1)検討委員会は別紙に掲げる委員により構成する。
(2)検討委員会には座長を置く。
(3)座長は互選により選任する。
(4)座長は検討委員会の議事を運営する。
(5)座長は必要に応じて、 委員の追加をすることができる。

4検討委員会の運営
(1)検討委員会は公開とする。
(2)会議の資料は、 終了後ホ ー ムペー ジにより公表する。
(3)会議の議事概要については、 会議終了後、 委員の了解を得た上で、 ホ ー ムペー

ジで公表する。
(4)検討委員会の運営に著しい支障があると認められる場合等検討委員会において

必要と判断したきは、 会議や資料を非公開とすることができる。
(5)委員は、 当該委員による説明の補助を行う者を検討委員会に参加させることが

できる。
(6)座長は、 必要に応じ、 委員以外の者に発言を求めることができる。
(7)この検討委員会の庶務は、 農林水産省生産局畜産部畜産企画課及び公益社団法

人中央畜産会が行う。
(8)この要領に定めるもののほか、 検討委員会の運営に関し必要な事項は、 座長が

定める。

附則
この要領は、 令和2年0月0日から施行する。
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消防予第41号

消防安第41号

昭和50年４月15日

各都道府県消防主管部長　殿

消防庁予防課長

消防庁安全救急課長

令別表第１に掲げる防火対象物の取り扱いについて

改正　昭和59年３月消防予第54号、平成15年２月消防予第54号・消防安第７号、

27年２月消防予第81号

消防法施行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）第１条の２第２項後

段の規定の解釈及び運用に関し、令別表第１(1)項から(15)項まで及び(16)項に掲

げる防火対象物の範囲については、下記の基準により運用されることが適当ですの

で、その運用に遺憾のないよう配慮をされるとともに、都道府県消防防災主管部長

におかれては、貴都道府県内の市町村に対してこの旨を周知されますようお願いし

ます。

なお、この通知は消防組織法（昭和22年法律第226号）第37条の規定に基づく技術

的助言であることを申し添えます。

記

１　消防法施行令（以下「令」という。）第１条の２第２項後段に規定する「管理

についての権原、利用形態その他の状況により他の用途に供される防火対象物の

部分の従属的な部分を構成すると認められる」部分とは、次の(1)又は(2)に該当

するものとする。

(1) 令別表第１(1)項から(15)項までに掲げる防火対象物（以下「令別表対象

物」という。）の区分に応じ、別表(イ)欄に掲げる当該防火対象物の主たる用途

に供される部分（これらに類するものを含む。）に機能的従属していると認めら

れる同表(ロ)欄に掲げる用途に供される部分（これらに類するものを含む。）

で、次の(ア)から(ウ)までに該当するもの

(ア) 当該従属的な部分についての管理権原を有する者が主たる用途に供され

る部分の管理権原を有する者と同一であること。
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(イ) 当該従属的な部分の利用者が主たる用途に供される部分の利用者と同一

であるか又は密接な関係を有すること。

(ウ) 当該従属的な部分の利用時間が主たる用途に供される部分の利用時間と

ほぼ同一であること。

(2) 主たる用途に供される部分の床面積の合計（他の用途と共用される廊下、階

段、通路、便所、管理室、倉庫、機械室等の部分の床面積は、主たる用途に供

される部分及び他の独立した用途に供される部分のそれぞれの床面積に応じ按

分するものとする。以下同じ。）が当該防火対象物の延べ面積の90パーセント

以上であり、かつ、当該主たる用途以外の独立した用途に供される部分の床面

積の合計が300平方メートル未満である場合における当該独立した用途に供され

る部分（令別表第１(2)項ニ、(5)項イ若しくは(6)項イ(1)から(3)まで若しく

はロに掲げる防火対象物又は同表(6)項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居さ

せ、又は宿泊させるものに限る。）の用途に供される部分を除く。）

２　一般住宅（個人の住居の用に供されるもので寄宿舎、下宿及び共同住宅以外の

ものをいう。以下同じ。）の用途に供される部分が存する防火対象物について

は、前記１によるほか、次により取り扱うものであること。

(1) 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供さ

れる部分の床面積の合計よりも小さく、かつ、当該令別表対象物の用途に供さ

れる部分の床面積の合計が50平方メートル以下の場合は、当該防火対象物は一

般住宅に該当するものであること。

(2) 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供さ

れる部分の床面積の合計よりも大きい場合又は令別表対象物の用途に供される

部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供される部分の床面積の合計よりも小

さく、かつ、当該令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が50平方

メートルを超える場合は、当該防火対象物は令別表対象物又は複合用途防火対

象物に該当するものであること。

(3) 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供さ

れる部分の床面積の合計とおおむね等しい場合は、当該防火対象物は複合用途

防火対象物に該当するものであること。

別　表

区分 (イ) (ロ)

(一)項イ

舞台部、客席、映写室、ロビー、

切符売場、出演者控室、大道具、

小道具室、衣裳部屋、練習室

専用駐車場、売店、食

堂、喫茶室

(一)項ロ 集会室、会議室、ホール、宴会場
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食堂、喫茶室、専用駐車

場、図書室、展示室

(二)項イ
客席、ダンスフロア、舞台部、調

理室、更衣室

託児室、専用駐車場

(二)項ロ

遊技室、遊技機械室、作業室、更

衣室、待合室、景品場、ゲーム

コーナー、ダンスフロア、舞台

部、客席

売店、食堂、喫茶室、専

用駐車場

(二)項ハ

客室、通信機械室、リネン室、物

品庫、更衣室、待合室、舞台部、

休憩室、事務室

託児室、専用駐車場、売

店

(三)項イ 客席、客室、厨房 結婚式場、専用駐車場

(三)項ロ 客席、客室、厨房 結婚式場、専用駐車場

(四)項

売場、荷さばき室、商品倉庫、食

堂、事務室

催物場、写真室、遊技

場、結婚式場、専用駐車

場、美・理容室、診療

室、集会室

(五)項イ

宿泊室、フロント、ロビー、厨

房、食堂、浴室、談話室、洗濯

室、配膳室、リネン室

娯楽室、宴会場、結婚式

場、バー、会議室、ビア

ガーデン、両替所、旅行

代理店、専用駐車場、

美・理容室

(五)項ロ

居室、寝室、厨房、食堂、教養

室、休憩室、浴室、共同炊事場、

洗濯室、リネン室

売店、専用駐車場

(六)項イ

診療室、病室、産室、手術室、検

査室、薬局、事務室、機能訓練

室、面会室、談話室、研究室、厨

房、付添人控室、洗濯室、リネン

室、医師等当直室

食堂、売店、専用駐車場

(六)項ロ
居室、集会室、機能訓練室、面会

室、食堂、厨房

売店

(六)項ハ
教室、職員室、遊技室、休養室、

講堂、厨房、体育館

食堂
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(七)項 教室、職員室、体育館、講堂、図

書室、会議室、厨房、研究室、ク

ラブ室、保健室

食堂、売店

(八)項

閲覧室、展示室、書庫、ロツカー

室、ロビー、工作室、保管格納

庫、資料室、研究室、会議室、休

憩室

食堂、売店

(九)項イ

脱衣場、浴室、休憩室、体育室、

待合室、マツサージ室、ロツカー

室、クリーニング室

食堂、売店、専用駐車場

(九)項ロ
脱衣場、浴室、休憩室、クリーニ

ング室

専用駐車場

(十)項

乗降場、待合室、運転指令所、電

力指令所、手荷物取扱所、一時預

り所、ロツカー室、仮眠室

売店、食堂、旅行案内所

(十一)項
本堂、拝殿、客殿、礼拝堂、社務

所、集会室

宴会場、厨房、結婚式

場、専用駐車場

(十二)項イ
作業所、設計室、研究室、事務

室、更衣室、物品庫

売店、食堂、専用駐車

場、託児室

(十二)項ロ
撮影室、舞台部、録音室、道具

室、衣裳室、休憩室

売店、食堂、専用駐車場

(十三)項イ
車庫、車路、修理場、洗車場、運

転手控室

売店、食堂

(十三)項ロ 格納庫、修理場、休憩室、更衣室 専用駐車場

(十四)項
物品庫、荷さばき室、事務室、休

憩室

売店、食堂、専用駐車場

(十五)項
事務室、休憩室、会議室 売店、食堂、専用駐車

場、診療室
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消防安第26号

昭和50年３月５日

各都道府県消防主管部長　殿

消防庁安全救急課長

消防用設備等の設置単位について

標記のことについて、昭和38年９月21日付自消丙予発第57号をもつて通達したと

ころであるが、防火対象物相互の接続方法について種々の態様が出現してきたこと

等にかんがみ、今後この取扱いを下記のとおりにしたので、この旨管下市町村に通

知の上、よろしくご指導願いたい。

記

第１　消防用設備等の設置単位は、建築物である防火対象物については、特段の規

定（例消防法施行令第８条、第９条、第９条の２、第19条第２項、第27条第２

項）のない限り、棟であり、敷地ではないこと。

第２　建築物と建築物が渡り廊下（その他これらに類するものを含む。以下同

じ。）、地下連絡路（その他これに類するものを含む。以下同じ。）又は洞道

（換気、暖房又は冷房の設備の風道、給排水管、配電管等の配管類、電線類その

他これらに類するものを布設するためのものをいう。以下同じ。）により接続さ

れている場合は、原則として一棟であること。ただし、次の各号の一に該当する

場合は別棟として取扱つてさしつかえないものであること。

１　建築物と建築物が地階以外の階において渡り廊下で接続されている場合で、

次の(1)から(3)までに適合している場合

(1) 渡り廊下は、通行又は運搬の用途のみに供され、かつ、可燃性物品等の存

置その他通行上の支障がない状態にあるものであること。

(2) 渡り廊下の有効幅員は、接続される一方又は双方の建築物の主要構造部が

木造である場合は３メートル未満、その他の場合は６メートル未満であるこ

と。

(3) 接続される建築物相互間の距離は、１階にあつては６メートル、２階以上

の階にあつては10メートルを超えるものであること。ただし、次のアからウ

までに適合する場合は、この限りでない。
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ア 接続される建築物の外壁及び屋根（渡り廊下の接続部分からそれぞれ３

メートル以内の距離にある部分に限る。次のイにおいて同じ。）について

は、次の(ア)又は(イ)によること。

(ア) 耐火構造又は防火構造で造られていること。

(イ) (ア)以外のものについては、耐火構造若しくは防火構造のへいその

他これらに類するもの又は閉鎖型スプリンクラーヘツドを用いるスプリ

ンクラー設備若しくはドレンチヤー設備で延焼防止上有効に防護されて

いること。

イ アの外壁及び屋根には開口部を有しないこと。ただし、面積４平方メー

トル以内の開口部で甲種防火戸又は乙種防火戸が設けられている場合にあ

つては、この限りでない。

ウ 渡り廊下については次の(ア)又は(イ)によること。

(ア) 吹き抜け等の開放式であること。

(イ) (ア)以外のものについては次のAからCまでに適合するものであるこ

と。

A　建築基準法施行令第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分を鉄

骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造とし、その他

の部分を不燃材料又は準不燃材料で造つたものであること。

B　建築物の両端の接続部に設けられた出入口の部分の面積はいずれも４

平方メートル以下であり、当該部分には甲種防火戸又は乙種防火戸

で、随時開くことができる自動閉鎖装置付のもの又は煙感知器の作動

と連動して自動的に閉鎖する構造のものを設けられていること。

C　次の自然排煙用開口部又は機械排煙設備が排煙上有効な位置に、火災

の際容易に接近できる位置から手動で開放できるように又は煙感知器

の作動と連動して開放するように設けられていること。ただし、閉鎖

型スプリンクラーヘツドを用いるスプリンクラー設備又はドレン

チャー設備が設けられているものにあつてはこの限りでない。

a　自然排煙用開口部については、その面積の合計が１平方メートル以

上であり、かつ、屋根又は天井に設けるものにあつては、渡り廊下

の幅員の３分の１以上の幅で長さ１メートル以上のもの、外壁に設

けるものにあつては、その両側に渡り廊下の３分の１以上の長さで

高さ１メートル以上のものその他これらと同等以上の排煙上有効な

開口部を有するものであること。

b　機械排煙設備にあつては、渡り廊下の内部の煙を有効、かつ、安全

に外部へ排除することができるものであり、電気で作動させるもの

にあつては非常電源が附置されていること。
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２　建築物と建築物が地下連絡路（天井部分が直接外気に常時開放されているも

の（いわゆるドライエリア形式のもの）を除く。以下同じ。）で接続されてい

る場合で、次の(1)から(8)までに適合する場合

(1) 接続される建築物又はその部分（地下連絡路が接続されている階の部分を

いう。）の主要構造部は、耐火構造であること。

(2) 地下連絡路は、通行又は運搬の用途のみに供され、かつ、可燃物品等の存

置その他通行上支障がない状態にあるものであること。

(3) 地下連絡路は、耐火構造とし、かつ、その天井及び壁並びに床の仕上げ材

料及びその下地材料は、不燃材料であること。

(4) 地下連絡路の長さ（地下連絡路の接続する両端の出入口に設けられた防火

戸相互の間隔をいう。）は６メートル以上であり、その幅員は６メートル未

満であること。ただし、双方の建築物の接続部に閉鎖型スプリンクラーヘツ

ドを用いるスプリンクラー設備又はドレンチヤー設備が延焼防止上有効な方

法により設けられている場合は、この限りでない。

(5) 建築物と地下連絡路とは、当該地下連絡路の両端の出入口の部分を除き、

開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されていること。

(6) (5)の出入口の開口部の面積は４平方メートル以下であること。

(7) (5)の出入口には、甲種防火戸で随時開くことができる自動閉鎖装置付の

もの又は随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖す

るものが設けられていること。

(8) 地下連絡路には、１、(3)、ウ、(イ)、C、bにより排煙設備が設けられて

いること。ただし、閉鎖型スプリンクラーヘツドを用いるスプリンクラー設

備が設けられている場合は、この限りでない。

３　建築物と建築物が洞道で接続された場合で、次の(1)から(5)までに適合する

場合

(1) 建築物と洞道とは、洞道が接続されている部分の開口部及び当該洞道の点

検又は換気のための開口部（接続される建築物内に設けられるもので２平方

メートル以下のものに限る。）を除き、開口部のない耐火構造の床又は壁で

区画されていること。

(2) 洞道は耐火構造又は防火構造とし、その内側の仕上げ材料及びその下地材

料は不燃材料であること。

(3) 洞道内の風道、配管、配線等が建築物内の耐火構造の壁又は床を貫通する

場合は、当該貫通部において、当該風道、配管、配線等と洞道及び建築物内

の耐火構造の壁又は床とのすき間を不燃材料で埋めてあること。ただし、洞

道の長さが20メートルを超える場合にあつては、この限りでない。

(4) (1)の点検のための開口部（建築物内に設けられているものに限る。）に

は、甲種防火戸又は乙種防火戸（開口部の面積が２平方メートル以上のもの

にあつては、自動閉鎖装置付のものに限る。）が設けられていること。
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(5) (1)の換気のための開口部で常時開放状態にあるものにあつては、防火ダ

ンパーが設けられていること。

第３　その他

１　この基準は昭和50年４月１日から運用されたいこと。

なお、既存の防火対象物でこの基準に適合しないものについては、昭和52年

３月31日を目途に、当該基準に適合するよう指導されたいこと。

２　昭和38年９月21日付自消丙予発第57号「消防用設備等の設置単位について」

の通達は廃止するものであること。
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○消防法（抜粋）

第四章 消防の設備等 

第十七条 学校、病院、工場、事業場、興行場、百貨店、旅館、飲食店、地下街、複合用途防火対

象物その他の防火対象物で政令で定めるものの関係者は、政令で定める消防の用に供する設備、

消防用水及び消火活動上必要な施設（以下「消防用設備等」という。）について消火、避難その

他の消防の活動のために必要とされる性能を有するように、政令で定める技術上の基準に従つ

て、設置し、及び維持しなければならない。 

② 市町村は、その地方の気候又は風土の特殊性により、前項の消防用設備等の技術上の基準に関

する政令又はこれに基づく命令の規定のみによつては防火の目的を充分に達し難いと認めるとき

は、条例で、同項の消防用設備等の技術上の基準に関して、当該政令又はこれに基づく命令の規

定と異なる規定を設けることができる。

③ 第一項の防火対象物の関係者が、同項の政令若しくはこれに基づく命令又は前項の規定に基づ

く条例で定める技術上の基準に従つて設置し、及び維持しなければならない消防用設備等に代え

て、特殊の消防用設備等その他の設備等（以下「特殊消防用設備等」という。）であつて、当該

消防用設備等と同等以上の性能を有し、かつ、当該関係者が総務省令で定めるところにより作成

する特殊消防用設備等の設置及び維持に関する計画（以下「設備等設置維持計画」という。）に

従つて設置し、及び維持するものとして、総務大臣の認定を受けたものを用いる場合には、当該

消防用設備等（それに代えて当該認定を受けた特殊消防用設備等が用いられるものに限る。）に

ついては、前二項の規定は、適用しない。

第六章 消火の活動 

第三十条 火災の現場に対する給水を維持するために緊急の必要があるときは、消防長若しくは消

防署長又は消防本部を置かない市町村においては消防団の長は、水利を使用し又は用水路の水

門、樋門若しくは水道の制水弁の開閉を行うことができる。 

② 消防長若しくは消防署長又は消防本部を置かない市町村においては消防団の長は、火災の際の

水利の使用及び管理について当該水利の所有者、管理者又は占有者と予め協定することができ

る。
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○消防法施行令（抜粋）

（防火対象物の指定） 

第六条 法第十七条第一項の政令で定める防火対象物は、別表第一に掲げる防火対象物とする。 

（消火器具に関する基準） 

第十条 消火器又は簡易消火用具（以下「消火器具」という。）は、次に掲げる防火対象物又はそ

の部分に設置するものとする。 

一 次に掲げる防火対象物 

イ 別表第一（一）項イ、（二）項、（六）項イ（１）から（３）まで及びロ、（十六の二）

項から（十七）項まで並びに（二十）項に掲げる防火対象物

ロ 別表第一（三）項に掲げる防火対象物で、火を使用する設備又は器具（防火上有効な措置

として総務省令で定める措置が講じられたものを除く。）を設けたもの

二 次に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のもの 

イ 別表第一（一）項ロ、（四）項、（五）項、（六）項イ（４）、ハ及びニ、（九）項並び

に（十二）項から（十四）項までに掲げる防火対象物

ロ 別表第一（三）項に掲げる防火対象物（前号ロに掲げるものを除く。）

三 別表第一（七）項、（八）項、（十）項、（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物

で、延べ面積が三百平方メートル以上のもの 

四 前三号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、少量危険物（法第

二条第七項に規定する危険物（別表第二において「危険物」という。）のうち、危険物の規制

に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）第一条の十一に規定する指定数量の五分の一以

上で当該指定数量未満のものをいう。）又は指定可燃物（同令別表第四の品名欄に掲げる物品

で、同表の数量欄に定める数量以上のものをいう。以下同じ。）を貯蔵し、又は取り扱うもの 

五 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる建築物の地階（地下建築物にあつては、

その各階をいう。以下同じ。）、無窓階（建築物の地上階のうち、総務省令で定める避難上又

は消火活動上有効な開口部を有しない階をいう。以下同じ。）又は三階以上の階で、床面積が

五十平方メートル以上のもの 

２ 前項に規定するもののほか、消火器具の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおりと

する。 

一 前項各号に掲げる防火対象物又はその部分には、防火対象物の用途、構造若しくは規模又

は消火器具の種類若しくは性能に応じ、総務省令で定めるところにより、別表第二においてそ

の消火に適応するものとされる消火器具を設置すること。ただし、二酸化炭素又はハロゲン化

物（総務省令で定めるものを除く。）を放射する消火器は、別表第一（十六の二）項及び（十

六の三）項に掲げる防火対象物並びに総務省令で定める地階、無窓階その他の場所に設置して

はならない。 

二 消火器具は、通行又は避難に支障がなく、かつ、使用に際して容易に持ち出すことができ

る箇所に設置すること。 
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３ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧

消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備を次条、

第十二条、第十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条若しくは第十八条に定める技術

上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわらず、

総務省令で定めるところにより、消火器具の設置個数を減少することができる。 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第十一条 屋内消火栓設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。 

一 別表第一（一）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの 

二 別表第一（二）項から（十）項まで、（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物で、

延べ面積が七百平方メートル以上のもの 

三 別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以

上のもの 

四 別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のも

の 

五 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物（可

燃性液体類に係るものを除く。）を危険物の規制に関する政令別表第四で定める数量の七百

五十倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの 

六 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一（一）項から（十二）項まで、（十四）項及び

（十五）項に掲げる防火対象物の地階、無窓階又は四階以上の階で、床面積が、同表（一）

項に掲げる防火対象物にあつては百平方メートル以上、同表（二）項から（十）項まで、

（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物にあつては百五十平方メートル以上、同表

（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物にあつては二百平方メートル以上のもの

２ 前項の規定の適用については、同項各号（第五号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分

の延べ面積又は床面積の数値は、主要構造部（建築基準法第二条第五号に規定する主要構造部を

いう。以下同じ。）を耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根。以

下この項において同じ。）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除

く。以下この項において同じ。）の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号に規定す

る難燃材料をいう。以下この項において同じ。）でした防火対象物にあつては当該数値の三倍の

数値（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつて

は、当該三倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面

積の合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とし、主要構造部を耐火構造としたその他

の防火対象物又は建築基準法第二条第九号の三イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び

天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあつては当該数値の二倍の数値

（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつては、

当該二倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面積の

合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とする。 
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３ 前二項に規定するもののほか、屋内消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次の

各号に掲げる防火対象物又はその部分の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一 第一項第二号及び第六号に掲げる防火対象物又はその部分（別表第一（十二）項イ又は（十

四）項に掲げる防火対象物に係るものに限る。）並びに第一項第五号に掲げる防火対象物又

はその部分 次に掲げる基準 

イ 屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水平

距離が二十五メートル以下となるように設けること。 

ロ 屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水平

距離が二十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとする

こと。

ハ 水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設置

個数が二を超えるときは、二とする。）に二・六立方メートルを乗じて得た量以上の量とな

るように設けること。

ニ 屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階のすべての屋内消火栓（設置個数が二

を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズル

の先端において、放水圧力が〇・一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が百三十リットル

毎分以上の性能のものとすること。

ホ 水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受ける

おそれが少ない箇所に設けること。

ヘ 屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

二 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分で、前号に掲げる防火対象物又はその部分以外

のもの 同号又は次のイ若しくはロに掲げる基準 

イ 次に掲げる基準

（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水

平距離が十五メートル以下となるように設けること。 

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水

平距離が十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとす

ること。 

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして総務

省令で定める基準に適合するものとすること。 

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設

置個数が二を超えるときは、二とする。）に一・二立方メートルを乗じて得た量以上の量

となるように設けること。 

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設置個数が二

を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズ

ルの先端において、放水圧力が〇・二五メガパスカル以上で、かつ、放水量が六十リット

ル毎分以上の性能のものとすること。
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（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受け

るおそれが少ない箇所に設けること。 

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

ロ 次に掲げる基準

（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口 までの

水平距離が二十五メートル以下となるように設けること。

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水

平距離が二十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さと

すること。

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして総務

省令で定める基準に適合するものとすること。

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設

置個数が二を超えるときは、二とする。）に一・六立方メートルを乗じて得た量以上の量

となるように設けること。

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設置個数が二

を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズ

ルの先端において、放水圧力が〇・一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が八十リット

ル毎分以上の性能のものとすること。

（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受け

るおそれが少ない箇所に設けること。

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

４ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火

設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備又は動力消

防ポンプ設備を次条、第十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条、第十八条、第十九

条若しくは第二十条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したと

きは、同項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部分（屋外消火栓設備及び動力消防ポ

ンプ設備にあつては、一階及び二階の部分に限る。）について屋内消火栓設備を設置しないこと

ができる。 

（屋外消火栓設備に関する基準） 

第十九条 屋外消火栓設備は、別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項

に掲げる建築物で、床面積（地階を除く階数が一であるものにあつては一階の床面積を、地階を

除く階数が二以上であるものにあつては一階及び二階の部分の床面積の合計をいう。第二十七条

において同じ。）が、耐火建築物にあつては九千平方メートル以上、準耐火建築物（建築基準法

第二条第九号の三に規定する準耐火建築物をいう。以下同じ。）にあつては六千平方メートル以

上、その他の建築物にあつては三千平方メートル以上のものについて設置するものとする。 

２ 同一敷地内にある二以上の別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項

に掲げる建築物（耐火建築物及び準耐火建築物を除く。）で、当該建築物相互の一階の外壁間の
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中心線からの水平距離が、一階にあつては三メートル以下、二階にあつては五メートル以下であ

る部分を有するものは、前項の規定の適用については、一の建築物とみなす。 

３ 前二項に規定するもののほか、屋外消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次の

とおりとする。 

一 屋外消火栓は、建築物の各部分から一のホース接続口までの水平距離が四十メートル以下

となるように設けること。 

二 屋外消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋外消火栓設備のホース接続口からの水平

距離が四十メートルの範囲内の当該建築物の各部分に有効に放水することができる長さとす

ること。 

三 水源は、その水量が屋外消火栓の設置個数（当該設置個数が二を超えるときは、二とす

る。）に七立方メートルを乗じて得た量以上の量となるように設けること。 

四 屋外消火栓設備は、すべての屋外消火栓（設置個数が二を超えるときは、二個の屋外消火

栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノズルの先端において、放水圧力が〇・

二五メガパスカル以上で、かつ、放水量が三百五十リツトル毎分以上の性能のものとするこ

と。 

五 屋外消火栓及び屋外消火栓設備の放水用器具を格納する箱は、避難の際通路となる場所等

屋外消火栓設備の操作が著しく阻害されるおそれのある箇所に設けないこと。 

六 屋外消火栓設備には、非常電源を附置すること。 

４ 第一項の建築物にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、

ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備又は動力消防ポンプ設備を第十二条、第十三条、第十四

条、第十五条、第十六条、第十七条、前条若しくは次条に定める技術上の基準に従い、又は当該

技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部

分について屋外消火栓設備を設置しないことができる。 

（動力消防ポンプ設備に関する基準） 

第二十条 動力消防ポンプ設備は、次の各号に掲げる防火対象物又はその部分について設置するも

のとする。 

一 第十一条第一項各号（第四号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分 

二 前条第一項の建築物 

２ 第十一条第二項の規定は前項第一号に掲げる防火対象物又はその部分について、前条第二項の

規定は前項第二号に掲げる建築物について準用する。 

３ 動力消防ポンプ設備は、法第二十一条の十六の三第一項の技術上の規格として定められた放水

量（次項において「規格放水量」という。）が第一項第一号に掲げる防火対象物又はその部分に

設置するものにあつては〇・二立方メートル毎分以上、同項第二号に掲げる建築物に設置するも

のにあつては〇・四立方メートル毎分以上であるものとする。 

４ 前三項に規定するもののほか、動力消防ポンプ設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、

次のとおりとする。 
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一 動力消防ポンプ設備の水源は、防火対象物の各部分から一の水源までの水平距離が、当該動

力消防ポンプの規格放水量が〇・五立方メートル毎分以上のものにあつては百メートル以下、

〇・四立方メートル毎分以上〇・五立方メートル毎分未満のものにあつては四十メートル以

下、〇・四立方メートル毎分未満のものにあつては二十五メートル以下となるように設けるこ

と。 

二 動力消防ポンプ設備の消防用ホースの長さは、当該動力消防ポンプ設備の水源からの水平距

離が当該動力消防ポンプの規格放水量が〇・五立方メートル毎分以上のものにあつては百メー

トル、〇・四立方メートル毎分以上〇・五立方メートル毎分未満のものにあつては四十メート

ル、〇・四立方メートル毎分未満のものにあつては二十五メートルの範囲内の当該防火対象物

の各部分に有効に放水することができる長さとすること。 

三 水源は、その水量が当該動力消防ポンプを使用した場合に規格放水量で二十分間放水するこ

とができる量（その量が二十立方メートル以上となることとなる場合にあつては、二十立方メ

ートル）以上の量となるように設けること。 

四 動力消防ポンプは、消防ポンプ自動車又は自動車によつて牽引されるものにあつては水源か

らの歩行距離が千メートル以内の場所に、その他のものにあつては水源の直近の場所に常置す

ること。 

５ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分に次の各号に掲げる消火設備をそれぞれ当該各号

に定めるところにより設置したときは、同項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部分

について動力消防ポンプ設備を設置しないことができる。 

一 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分に屋外消火栓設備を前条に定める技術上の基準

に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

二 第一項第一号に掲げる防火対象物の一階又は二階に屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、

水噴霧消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備

を第十一条、第十二条、第十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条若しくは第十八

条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

三 第一項第二号に掲げる建築物の一階又は二階にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消

火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備を第十二条、第十三

条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条若しくは第十八条に定める技術上の基準に従

い、又は当該技術上の基準の例により設置したとき。 

（自動火災報知設備に関する基準） 

第二十一条 自動火災報知設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。 

一 次に掲げる防火対象物 

イ 別表第一（二）項ニ、（五）項イ、（六）項イ（１）から（３）まで及びロ、（十三）

項ロ並びに（十七）項に掲げる防火対象物 

ロ 別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限

る。） 

二 別表第一（九）項イに掲げる防火対象物で、延べ面積が二百平方メートル以上のもの 
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三 次に掲げる防火対象物で、延べ面積が三百平方メートル以上のもの 

イ 別表第一（一）項、（二）項イからハまで、（三）項、（四）項、（六）項イ（４）及

びニ、（十六）項イ並びに（十六の二）項に掲げる防火対象物 

ロ 別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものを除

く。） 

四 別表第一（五）項ロ、（七）項、（八）項、（九）項ロ、（十）項、（十二）項、（十

三）項イ及び（十四）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの 

五 別表第一（十六の三）項に掲げる防火対象物のうち、延べ面積が五百平方メートル以上

で、かつ、同表（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる

防火対象物の用途に供される部分の床面積の合計が三百平方メートル以上のもの 

六 別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以

上のもの 

七 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる防火対象物のうち、同表（一）項から

（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供される

部分が避難階以外の階に存する防火対象物で、当該避難階以外の階から避難階又は地上に直

通する階段が二（当該階段が屋外に設けられ、又は総務省令で定める避難上有効な構造を有

する場合にあつては、一）以上設けられていないもの 

八 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物

を危険物の規制に関する政令別表第四で定める数量の五百倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの 

九 別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物（第三号及び前二号に掲げるものを除く。）

の部分で、次に掲げる防火対象物の用途に供されるもの 

イ 別表第一（二）項ニ、（五）項イ並びに（六）項イ（１）から（３）まで及びロに掲げ

る防火対象物 

ロ 別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限

る。） 

十 別表第一（二）項イからハまで、（三）項及び（十六）項イに掲げる防火対象物（第三

号、第七号及び第八号に掲げるものを除く。）の地階又は無窓階（同表（十六）項イに掲げ

る防火対象物の地階又は無窓階にあつては、同表（二）項又は（三）項に掲げる防火対象物

の用途に供される部分が存するものに限る。）で、床面積が百平方メートル（同表（十六）

項イに掲げる防火対象物の地階又は無窓階にあつては、当該用途に供される部分の床面積の

合計が百平方メートル）以上のもの 

十一 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物の地階、無窓階又は三階以上の階

で、床面積が三百平方メートル以上のもの 

十二 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の道路の用に供される部分

で、床面積が、屋上部分にあつては六百平方メートル以上、それ以外の部分にあつては四百

平方メートル以上のもの 
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十三 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の地階又は二階以上の階のう

ち、駐車の用に供する部分の存する階（駐車するすべての車両が同時に屋外に出ることがで

きる構造の階を除く。）で、当該部分の床面積が二百平方メートル以上のもの 

十四 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の十一階以上の階 

十五 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる防火対象物の通信機器室で床面積が五百

平方メートル以上のもの 

２ 前項に規定するもののほか、自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次の

とおりとする。 

一 自動火災報知設備の警戒区域（火災の発生した区域を他の区域と区別して識別することが

できる最小単位の区域をいう。次号において同じ。）は、防火対象物の二以上の階にわたら

ないものとすること。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。 

二 一の警戒区域の面積は、六百平方メートル以下とし、その一辺の長さは、五十メートル以

下（別表第三に定める光電式分離型感知器を設置する場合にあつては、百メートル以下）と

すること。ただし、当該防火対象物の主要な出入口からその内部を見通すことができる場合

にあつては、その面積を千平方メートル以下とすることができる。 

三 自動火災報知設備の感知器は、総務省令で定めるところにより、天井又は壁の屋内に面す

る部分及び天井裏の部分（天井のない場合にあつては、屋根又は壁の屋内に面する部分）

に、有効に火災の発生を感知することができるように設けること。ただし、主要構造部を耐

火構造とした建築物にあつては、天井裏の部分に設けないことができる。 

四 自動火災報知設備には、非常電源を附置すること。 

３ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分（総務省令で定めるものを除く。）にスプリンク

ラー設備、水噴霧消火設備又は泡消火設備（いずれも総務省令で定める閉鎖型スプリンクラーヘ

ツドを備えているものに限る。）を第十二条、第十三条、第十四条若しくは第十五条に定める技

術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したときは、同項の規定にかかわら

ず、当該設備の有効範囲内の部分について自動火災報知設備を設置しないことができる。 

（誘導灯及び誘導標識に関する基準） 

第二十六条 誘導灯及び誘導標識は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める防火対象物

又はその部分に設置するものとする。ただし、避難が容易であると認められるもので総務省令で

定めるものについては、この限りでない。 

一 避難口誘導灯 別表第一（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項、（九）項、

（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物並びに同表（五）項

ロ、（七）項、（八）項、（十）項から（十五）項まで及び（十六）項ロに掲げる防火対象

物の地階、無窓階及び十一階以上の部分 

二 通路誘導灯 別表第一（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項、（九）項、

（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物並びに同表（五）項

ロ、（七）項、（八）項、（十）項から（十五）項まで及び（十六）項ロに掲げる防火対象

物の地階、無窓階及び十一階以上の部分 

97



三 客席誘導灯 別表第一（一）項に掲げる防火対象物並びに同表（十六）項イ及び（十六の

二）項に掲げる防火対象物の部分で、同表（一）項に掲げる防火対象物の用途に供されるも

の 

四 誘導標識 別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物 

２ 前項に規定するもののほか、誘導灯及び誘導標識の設置及び維持に関する技術上の基準は、次

のとおりとする。 

一 避難口誘導灯は、避難口である旨を表示した緑色の灯火とし、防火対象物又はその部分の

避難口に、避難上有効なものとなるように設けること。 

二 通路誘導灯は、避難の方向を明示した緑色の灯火とし、防火対象物又はその部分の廊下、

階段、通路その他避難上の設備がある場所に、避難上有効なものとなるように設けること。

ただし、階段に設けるものにあつては、避難の方向を明示したものとすることを要しない。 

三 客席誘導灯は、客席に、総務省令で定めるところにより計つた客席の照度が〇・二ルクス

以上となるように設けること。 

四 誘導灯には、非常電源を附置すること。 

五 誘導標識は、避難口である旨又は避難の方向を明示した緑色の標識とし、多数の者の目に

触れやすい箇所に、避難上有効なものとなるように設けること。 

３ 第一項第四号に掲げる防火対象物又はその部分に避難口誘導灯又は通路誘導灯を前項に定める

技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したときは、第一項の規定にかかわ

らず、これらの誘導灯の有効範囲内の部分について誘導標識を設置しないことができる。 

（消防用水に関する基準） 

第二十七条 消防用水は、次に掲げる建築物について設置するものとする。 

一 別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築物で、そ

の敷地の面積が二万平方メートル以上あり、かつ、その床面積が、耐火建築物にあつては一

万五千平方メートル以上、準耐火建築物にあつては一万平方メートル以上、その他の建築物

にあつては五千平方メートル以上のもの（次号に掲げる建築物を除く。） 

二 別表第一に掲げる建築物で、その高さが三十一メートルを超え、かつ、その延べ面積（地

階に係るものを除く。以下この条において同じ。）が二万五千平方メートル以上のもの 

２ 同一敷地内に別表第一（一）項から（十五）項まで、（十七）項及び（十八）項に掲げる建築

物（高さが三十一メートルを超え、かつ、延べ面積が二万五千平方メートル以上の建築物を除

く。以下この項において同じ。）が二以上ある場合において、これらの建築物が、当該建築物相

互の一階の外壁間の中心線からの水平距離が、一階にあつては三メートル以下、二階にあつては

五メートル以下である部分を有するものであり、かつ、これらの建築物の床面積を、耐火建築物

にあつては一万五千平方メートル、準耐火建築物にあつては一万平方メートル、その他の建築物

にあつては五千平方メートルでそれぞれ除した商の和が一以上となるものであるときは、これら

の建築物は、前項の規定の適用については、一の建築物とみなす。 

３ 前二項に規定するもののほか、消防用水の設置及び維持に関する技術上の基準は、次のとおり

とする。 
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一 消防用水は、その有効水量（地盤面下に設けられている消防用水にあつては、その設けら

れている地盤面の高さから四・五メートル以内の部分の水量をいう。以下この条において同

じ。）の合計が、第一項第一号に掲げる建築物にあつてはその床面積を、同項第二号に掲げ

る建築物にあつてはその延べ面積を建築物の区分に従い次の表に定める面積で除した商（一

未満のはしたの数は切り上げるものとする。）を二十立方メートルに乗じた量以上の量とな

るように設けること。この場合において、当該消防用水が流水を利用するものであるとき

は、〇・八立方メートル毎分の流量を二十立方メートルの水量に換算するものとする。 

建築物の区分 面積 

第一項第一号に掲げる建築物 

耐火建築物 七千五百平方メートル 

準耐火建築物 五千平方メートル 

その他の建築物 二千五百平方メートル 

第一項第二号に掲げる建築物 一万二千五百平方メートル 

二 消防用水は、建築物の各部分から一の消防用水までの水平距離が百メートル以下となるよ

うに設けるとともに、一個の消防用水の有効水量は、二十立方メートル未満（流水の場合

は、〇・八立方メートル毎分未満）のものであつてはならないものとすること。 

三 消防用水の吸管を投入する部分の水深は、当該消防用水について、所要水量のすべてを有

効に吸い上げることができる深さであるものとすること。 

四 消防用水は、消防ポンプ自動車が二メートル以内に接近することができるように設けるこ

と。 

五 防火水槽には、適当の大きさの吸管投入孔を設けること。 
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別表第一（第一条の二―第三条、第三条の三、第四条、第四条の二の二―第四条の三、第六条、第

九条―第十四条、第十九条、第二十一条―第二十九条の三、第三十一条、第三十四条、第三十四条

の二、第三十四条の四―第三十六条関係） 

（一） 
イ 劇場、映画館、演芸場又は観覧場

ロ 公会堂又は集会場

（二） 

イ キャバレー、カフェー、ナイトクラブその他これらに類するもの

ロ 遊技場又はダンスホール

ハ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第

百二十二号）第二条第五項に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗（ニ並び

に（一）項イ、（四）項、（五）項イ及び（九）項イに掲げる防火対象物の用

途に供されているものを除く。）その他これに類するものとして総務省令で定

めるもの 

ニ カラオケボックスその他遊興のための設備又は物品を個室（これに類する

施設を含む。）において客に利用させる役務を提供する業務を営む店舗で総務

省令で定めるもの 

（三） 
イ 待合、料理店その他これらに類するもの

ロ 飲食店

（四） 百貨店、マーケツトその他の物品販売業を営む店舗又は展示場 

（五） 
イ 旅館、ホテル、宿泊所その他これらに類するもの

ロ 寄宿舎、下宿又は共同住宅

（六） 

イ 次に掲げる防火対象物

（１） 次のいずれにも該当する病院（火災発生時の延焼を抑制するための消

火活動を適切に実施することができる体制を有するものとして総務省令で定め

るものを除く。） 

（ｉ） 診療科名中に特定診療科名（内科、整形外科、リハビリテーション科

その他の総務省令で定める診療科名をいう。（２）（ｉ）において同じ。）を

有すること。 

（ｉｉ） 医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定

する療養病床又は同項第五号に規定する一般病床を有すること。 

（２） 次のいずれにも該当する診療所

（ｉ） 診療科名中に特定診療科名を有すること。 

（ｉｉ） 四人以上の患者を入院させるための施設を有すること。 

（３） 病院（（１）に掲げるものを除く。）、患者を入院させるための施設

を有する診療所（（２）に掲げるものを除く。）又は入所施設を有する助産所 
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（４） 患者を入院させるための施設を有しない診療所又は入所施設を有しな

い助産所 

ロ 次に掲げる防火対象物

（１） 老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人

ホーム（介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第七条第一項に規定する要

介護状態区分が避難が困難な状態を示すものとして総務省令で定める区分に該

当する者（以下「避難が困難な要介護者」という。）を主として入居させるも

のに限る。）、有料老人ホーム（避難が困難な要介護者を主として入居させる

ものに限る。）、介護老人保健施設、老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十

三号）第五条の二第四項に規定する老人短期入所事業を行う施設、同条第五項

に規定する小規模多機能型居宅介護事業を行う施設（避難が困難な要介護者を

主として宿泊させるものに限る。）、同条第六項に規定する認知症対応型老人

共同生活援助事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令で定め

るもの 

（２） 救護施設

（３） 乳児院

（４） 障害児入所施設

（５） 障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成十七年法律第百二十三号）第四条第一項に規定する障害者又

は同条第二項に規定する障害児であつて、同条第四項に規定する障害支援区分

が避難が困難な状態を示すものとして総務省令で定める区分に該当する者（以

下「避難が困難な障害者等」という。）を主として入所させるものに限る。）

又は同法第五条第八項に規定する短期入所若しくは同条第十七項に規定する共

同生活援助を行う施設（避難が困難な障害者等を主として入所させるものに限

る。ハ（５）において「短期入所等施設」という。） 

ハ 次に掲げる防火対象物

（１） 老人デイサービスセンター、軽費老人ホーム（ロ（１）に掲げるもの

を除く。）、老人福祉センター、老人介護支援センター、有料老人ホーム（ロ

（１）に掲げるものを除く。）、老人福祉法第五条の二第三項に規定する老人

デイサービス事業を行う施設、同条第五項に規定する小規模多機能型居宅介護

事業を行う施設（ロ（１）に掲げるものを除く。）その他これらに類するもの

として総務省令で定めるもの 

（２） 更生施設

（３） 助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童養護施設、児童自

立支援施設、児童家庭支援センター、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十

四号）第六条の三第七項に規定する一時預かり事業又は同条第九項に規定する

家庭的保育事業を行う施設その他これらに類するものとして総務省令で定める
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もの 

（４） 児童発達支援センター、児童心理治療施設又は児童福祉法第六条の二

の二第二項に規定する児童発達支援若しくは同条第四項に規定する放課後等デ

イサービスを行う施設（児童発達支援センターを除く。）

（５） 身体障害者福祉センター、障害者支援施設（ロ（５）に掲げるものを

除く。）、地域活動支援センター、福祉ホーム又は障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律第五条第七項に規定する生活介護、同条第

八項に規定する短期入所、同条第十二項に規定する自立訓練、同条第十三項に

規定する就労移行支援、同条第十四項に規定する就労継続支援若しくは同条第

十五項に規定する共同生活援助を行う施設（短期入所等施設を除く。） 

ニ 幼稚園又は特別支援学校

（七） 
小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、高等専門学校、大

学、専修学校、各種学校その他これらに類するもの 

（八） 図書館、博物館、美術館その他これらに類するもの 

（九） 
イ 公衆浴場のうち、蒸気浴場、熱気浴場その他これらに類するもの

ロ イに掲げる公衆浴場以外の公衆浴場

（十） 
車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場（旅客の乗降又は待合いの用に

供する建築物に限る。） 

（十一） 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

（十二） 
イ 工場又は作業場

ロ 映画スタジオ又はテレビスタジオ

（十三） 
イ 自動車車庫又は駐車場

ロ 飛行機又は回転翼航空機の格納庫

（十四） 倉庫 

（十五） 前各項に該当しない事業場 

（十六） 

イ 複合用途防火対象物のうち、その一部が（一）項から（四）項まで、

（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供されてい

るもの 

ロ イに掲げる複合用途防火対象物以外の複合用途防火対象物

（十六の二） 地下街 
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（十六の三） 

建築物の地階（（十六の二）項に掲げるものの各階を除く。）で連続して地下

道に面して設けられたものと当該地下道とを合わせたもの（（一）項から

（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲げる防火対象物の用

途に供される部分が存するものに限る。） 

（十七） 

文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定によつて重要文化財、

重要有形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要

美術品等の保存に関する法律（昭和八年法律第四十三号）の規定によつて重要

美術品として認定された建造物 

（十八） 延長五十メートル以上のアーケード 

（十九） 市町村長の指定する山林 

（二十） 総務省令で定める舟車 

備考 

一 二以上の用途に供される防火対象物で第一条の二第二項後段の規定の適用により複合用途防火

対象物以外の防火対象物となるものの主たる用途が（一）項から（十五）項までの各項に掲げる

防火対象物の用途であるときは、当該防火対象物は、当該各項に掲げる防火対象物とする。 

二 （一）項から（十六）項までに掲げる用途に供される建築物が（十六の二）項に掲げる防火対

象物内に存するときは、これらの建築物は、同項に掲げる防火対象物の部分とみなす。 

三 （一）項から（十六）項までに掲げる用途に供される建築物又はその部分が（十六の三）項に

掲げる防火対象物の部分に該当するものであるときは、これらの建築物又はその部分は、同項に

掲げる防火対象物の部分であるほか、（一）項から（十六）項に掲げる防火対象物又はその部分

でもあるものとみなす。 

四 （一）項から（十六）項までに掲げる用途に供される建築物その他の工作物又はその部分が

（十七）項に掲げる防火対象物に該当するものであるときは、これらの建築物その他の工作物又

はその部分は、同項に掲げる防火対象物であるほか、（一）項から（十六）項までに掲げる防火

対象物又はその部分でもあるものとみなす。 
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○消防法施行規則（抜粋）

（大型消火器以外の消火器具の設置） 

第六条 令第十条第一項各号に掲げる防火対象物（第五条第十項第二号に掲げる車両を除く。以下

この条から第八条までにおいて同じ。）又はその部分には、令別表第二において建築物その他の

工作物の消火に適応するものとされる消火器具（大型消火器及び住宅用消火器を除く。以下大型

消火器にあつてはこの条から第八条までに、住宅用消火器にあつてはこの条から第十条までにお

いて同じ。）を、その能力単位の数値（消火器にあつては消火器の技術上の規格を定める省令

（昭和三十九年自治省令第二十七号）第三条又は第四条に定める方法により測定した能力単位の

数値、水バケツにあつては容量八リットル以上のもの三個を一単位として算定した消火能力を示

す数値、水槽にあつては容量八リットル以上の消火専用バケツ三個以上を有する容量八十リット

ル以上のもの一個を一・五単位又は容量八リットル以上の消火専用バケツ六個以上を有する容量

百九十リットル以上のもの一個を二・五単位として算定した消火能力を示す数値、乾燥砂にあつ

てはスコップを有する五十リットル以上のもの一塊を〇・五単位として算定した消火能力を示す

数値、膨張ひる石又は膨張真珠岩にあつてはスコップを有する百六十リットル以上のもの一塊を

一単位として算定した消火能力を示す数値をいう。以下同じ。）の合計数が、当該防火対象物又

はその部分の延べ面積又は床面積を次の表に定める面積で除して得た数（第五条第十項第一号に

掲げる舟にあつては、一）以上の数値となるように設けなければならない。 

防火対象物の区分 面積 

令別表第一（一）項イ、（二）項、（十六の二）項、（十六の三）項及び（十

七）項に掲げる防火対象物 

五十平方メ

ートル 

令別表第一（一）項ロ、（三）項から（六）項まで、（九）項及び（十二）項

から（十四）項までに掲げる防火対象物 

百平方メー

トル

令別表第一（七）項、（八）項、（十）項、（十一）項及び（十五）項に掲げ

る防火対象物 

二百平方メ

ートル 

２ 前項の規定の適用については、同項の表中の面積の数値は、主要構造部を耐火構造とし、か

つ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他

これらに類する部分を除く。）の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号に規定する

難燃材料をいう。以下同じ。）でした防火対象物にあつては、当該数値の二倍の数値とする。 

３ 第一項の防火対象物又はその部分のうち、少量危険物（危険物のうち、危険物の規制に関する

政令第一条の十一に規定する指定数量の五分の一以上で当該指定数量未満のものをいう。以下同

じ。）又は指定可燃物（同令別表第四の品名欄に掲げる物品で、同表の数量欄に定める数量以上

のものをいう。以下同じ。）を貯蔵し、又は取り扱うものにあっては、前二項の規定によるほ

か、令別表第二において危険物又は指定可燃物の種類ごとにその消火に適応するものとされる消

火器具を、その能力単位の数値の合計数が、当該防火対象物に貯蔵し、又は取り扱う少量危険物
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又は指定可燃物の数量を次の表に定める数量で除して得た数以上の数値となるように設けなけれ

ばならない。 

区分 数量 

少量危険物 危険物の規制に関する政令第一条の十一に規定する指定数量 

指定可燃物 危険物の規制に関する政令第一条の十二に規定する数量の五十倍 

４ 第一項の防火対象物又はその部分に変圧器、配電盤その他これらに類する電気設備があるとき

は、前三項の規定によるほか、令別表第二において電気設備の消火に適応するものとされる消火

器を、当該電気設備がある場所の床面積百平方メートル以下ごとに一個設けなければならない。 

５ 第一項の防火対象物又はその部分に鍛造場、ボイラー室、乾燥室その他多量の火気を使用する

場所があるときは、前各項の規定によるほか、令別表第二において建築物その他の工作物の消火

に適応するものとされる消火器具を、その能力単位の数値の合計数が、当該場所の床面積を二十

五平方メートルで除して得た数以上の数値となるように設けなければならない。ただし、令第十

条第一項第一号ロに掲げる防火対象物であつて、延べ面積が百五十平方メートル未満のもの（以

下次項第二号において「小規模特定飲食店等」という。）にあつては、次の各号に掲げる防火対

象物又はその部分を除き、この限りでない。 

一 少量危険物又は指定可燃物を貯蔵し、又は取り扱う防火対象物 

二 地階、無窓階又は三階以上の階であつて、床面積が五十平方メートル以上の階 

６ 前各項の規定により設ける消火器具は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める部分

から、それぞれ一の消火器具に至る歩行距離が二十メートル以下となるように配置しなければな

らない。 

一 第一項及び第五項に規定するもの（次号に掲げるものを除く。） 防火対象物の階ごと

に、当該防火対象物の各部分 

二 第一項に規定するもの（小規模特定飲食店等（前項第一号に掲げるものを除く。）に設置

するものに限る。） 令第十条第一項第一号ロに掲げる火を使用する設備又は器具が設けら

れている階（小規模特定飲食店等に、前項第二号に掲げる階が存する場合は、当該階を含

む。）ごとに、当該防火対象物の各部分 

三 第三項に規定するもの 防火対象物の階ごとに、危険物又は指定可燃物を貯蔵し、又は取

り扱う場所の各部分 

四 第四項に規定するもの 防火対象物の階ごとに、電気設備のある場所の各部分 

７ 前各項の規定により設ける消火器具の能力単位の数値の合計数が二以上となる防火対象物又は

その部分にあつては、簡易消火用具の能力単位の数値の合計数は、消火器の能力単位の数値の合

計数の二分の一を超えることとなつてはならない。ただし、アルカリ金属の過酸化物、鉄粉、金

属粉、マグネシウム若しくはこれらのいずれかを含有するもの又は禁水性物品に対して乾燥砂、

膨張ひる石又は膨張真珠岩を設けるときは、この限りでない。 

105



（消火器具に関する基準の細目） 

第九条 消火器具の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。 

一 消火器具は、床面からの高さが一・五メートル以下の箇所に設けること。 

二 消火器具は、水その他消火剤が凍結し、変質し、又は噴出するおそれが少ない箇所に設け

ること。ただし、保護のための有効な措置を講じたときは、この限りでない。 

三 消火器には、地震による震動等による転倒を防止するための適当な措置を講じること。た

だし、粉末消火器その他転倒により消火剤が漏出するおそれのない消火器にあつては、この

限りでない。 

四 消火器具を設置した箇所には、消火器にあつては「消火器」と、水バケツにあつては「消

火バケツ」と、水槽にあつては「消火水槽」と、乾燥砂にあつては「消火砂」と、膨張ひる

石又は膨張真珠岩にあつては「消火ひる石」と表示した標識を見やすい位置に設けること。 

（屋内消火栓設備に関する基準） 

第十一条 屋内消火栓設備は、次に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものとする。 

一 別表第一（一）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が五百平方メートル以上のもの 

二 別表第一（二）項から（十）項まで、（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物で、

延べ面積が七百平方メートル以上のもの 

三 別表第一（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が千平方メートル以

上のもの 

四 別表第一（十六の二）項に掲げる防火対象物で、延べ面積が百五十平方メートル以上のも

の 

五 前各号に掲げるもののほか、別表第一に掲げる建築物その他の工作物で、指定可燃物（可

燃性液体類に係るものを除く。）を危険物の規制に関する政令別表第四で定める数量の七百

五十倍以上貯蔵し、又は取り扱うもの 

六 前各号に掲げる防火対象物以外の別表第一（一）項から（十二）項まで、（十四）項及び

（十五）項に掲げる防火対象物の地階、無窓階又は四階以上の階で、床面積が、同表（一）

項に掲げる防火対象物にあつては百平方メートル以上、同表（二）項から（十）項まで、

（十二）項及び（十四）項に掲げる防火対象物にあつては百五十平方メートル以上、同表

（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対象物にあつては二百平方メートル以上のもの

２ 前項の規定の適用については、同項各号（第五号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分

の延べ面積又は床面積の数値は、主要構造部（建築基準法第二条第五号に規定する主要構造部を

いう。以下同じ。）を耐火構造とし、かつ、壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根。以

下この項において同じ。）の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除

く。以下この項において同じ。）の仕上げを難燃材料（建築基準法施行令第一条第六号に規定す

る難燃材料をいう。以下この項において同じ。）でした防火対象物にあつては当該数値の三倍の

数値（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつて

は、当該三倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面
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積の合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とし、主要構造部を耐火構造としたその他

の防火対象物又は建築基準法第二条第九号の三イ若しくはロのいずれかに該当し、かつ、壁及び

天井の室内に面する部分の仕上げを難燃材料でした防火対象物にあつては当該数値の二倍の数値

（次条第一項第一号に掲げる防火対象物について前項第二号の規定を適用する場合にあつては、

当該二倍の数値又は千平方メートルに同条第二項第三号の二の総務省令で定める部分の床面積の

合計を加えた数値のうち、いずれか小さい数値）とする。 

３ 前二項に規定するもののほか、屋内消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準は、次の

各号に掲げる防火対象物又はその部分の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

一 第一項第二号及び第六号に掲げる防火対象物又はその部分（別表第一（十二）項イ又は

（十四）項に掲げる防火対象物に係るものに限る。）並びに第一項第五号に掲げる防火対象

物又はその部分 次に掲げる基準 

イ 屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの水

平距離が二十五メートル以下となるように設けること。

ロ 屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの水

平距離が二十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さと

すること。

ハ 水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該設

置個数が二を超えるときは、二とする。）に二・六立方メートルを乗じて得た量以上の量

となるように設けること。

ニ 屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階のすべての屋内消火栓（設置個数が

二を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれのノ

ズルの先端において、放水圧力が〇・一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が百三十リ

ットル毎分以上の性能のものとすること。

ホ 水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受け

るおそれが少ない箇所に設けること。

ヘ 屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

二 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分で、前号に掲げる防火対象物又はその部分以

外のもの 同号又は次のイ若しくはロに掲げる基準 

イ 次に掲げる基準

（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの

水平距離が十五メートル以下となるように設けること。 

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続口からの

水平距離が十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さ

とすること。 

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるものとして総

務省令で定める基準に適合するものとすること。 
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（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個 数（当

該設置個数が二を超えるときは、二とする。）に一・二立方メートルを乗じて得た量以

上の量となるように設けること。 

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設置個数が

二を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれの

ノズルの先端において、放水圧力が〇・二五メガパスカル以上で、かつ、放水量が六十

リットル毎分以上の性能のものとすること。

（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受

けるおそれが少ない箇所に設けること。 

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

ロ 次に掲げる基準

（１）屋内消火栓は、防火対象物の階ごとに、その階の各部分から一のホース接続口までの

水平距離が二十五メートル以下となるように設けること。 

（２）屋内消火栓設備の消防用ホースの長さは、当該屋内消火栓設備のホース接続 口から

の水平距離が二十五メートルの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる

長さとすること。 

（３）屋内消火栓設備の消防用ホースの構造は、一人で操作することができるもの として

総務省令で定める基準に適合するものとすること。 

（４）水源は、その水量が屋内消火栓の設置個数が最も多い階における当該設置個数（当該

設置個数が二を超えるときは、二とする。）に一・六立方メートルを乗じて得た量以上

の量となるように設けること。 

（５）屋内消火栓設備は、いずれの階においても、当該階の全ての屋内消火栓（設 置個数

が二を超えるときは、二個の屋内消火栓とする。）を同時に使用した場合に、それぞれ

のノズルの先端において、放水圧力が〇・一七メガパスカル以上で、かつ、放水量が八

十リットル毎分以上の性能のものとすること。 

（６）水源に連結する加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による 被害を

受けるおそれが少ない箇所に設けること。 

（７）屋内消火栓設備には、非常電源を附置すること。

４ 第一項各号に掲げる防火対象物又はその部分にスプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火

設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、屋外消火栓設備又は動力消

防ポンプ設備を次条、第十三条、第十四条、第十五条、第十六条、第十七条、第十八条、第十九

条若しくは第二十条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例により設置したと

きは、同項の規定にかかわらず、当該設備の有効範囲内の部分（屋外消火栓設備及び動力消防ポ

ンプ設備にあつては、一階及び二階の部分に限る。）について屋内消火栓設備を設置しないこと

ができる。 
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（屋外消火栓設備に関する基準の細目） 

第二十二条 屋外消火栓設備の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。 

一 屋外消火栓の開閉弁は、地盤面からの高さが一・五メートル以下の位置又は地盤面からの

深さが〇・六メートル以内の位置に設けること。なお、地盤面下に設けられる屋外消火栓の

ホース接続口は、地盤面からの深さが〇・三メートル以内の位置に設けること。

一の二 屋外消火栓設備の放水用器具は、消防庁長官の定める基準に適合するものであるこ

と。 

二 屋外消火栓設備の放水用器具を格納する箱（以下この条において「屋外消火栓箱」とい

う。）は、屋外消火栓からの歩行距離が五メートル以内の箇所に設けること。ただし、屋外

消火栓に面する建築物の外壁の見やすい箇所に設けるときは、この限りでない。 

三 加圧送水装置の始動を明示する表示灯は、赤色とし、屋外消火栓箱の内部又はその直近の

箇所に設けること。 

四 屋外消火栓設備の設置の標示は、次のイ及びロに定めるところによること。 

イ 屋外消火栓箱には、その表面に「ホース格納箱」と表示すること。

ロ 屋外消火栓には、その直近の見やすい箇所に「消火栓」と表示した標識を設けること

五 水源の水位がポンプより低い位置にある加圧送水装置には、第十二条第一項第三号の二の

規定の例により呼水装置を設けること。 

六 非常電源は、第十二条第一項第四号の規定の例により設けること。 

七 操作回路の配線は、第十二条第一項第五号の規定に準じて設けること。ただし、地中配線

を行う場合にあつては、この限りでない。 

八 配管は、第十二条第一項第六号の規定に準じて設けること。 

九 加圧送水装置は、点検に便利で、かつ、火災等の災害による被害を受けるおそれが少ない

箇所に設けること。 

十 加圧送水装置は、第十二条第一項第七号イ（ロ）、ロ（ロ）及び（ハ）、ハ（ハ）から

（チ）まで、ニ、ト並びにチの規定の例によるほか、次に定めるところによること。

イ 高架水槽を用いる加圧送水装置の落差（水槽の下端からホース接続口までの垂直距 離

をいう。以下この号において同じ。）は、次の式により求めた値以上の値とすること。 

Ｈ＝ｈ１＋ｈ２＋２５ｍ 

Ｈは、必要な落差（単位 メートル） 

ｈ１は、消防用ホースの摩擦損失水頭（単位 メートル） 

ｈ２は、配管の摩擦損失水頭（単位 メートル） 

ロ 圧力水槽を用いる加圧送水装置の圧力水槽の圧力は、次の式により求めた値以上の値と

すること。 

Ｐ＝ｐ１＋ｐ２＋ｐ３＋０．２５ＭＰａ 

Ｐは、必要な圧力（単位 メガパスカル） 

ｐ１は、消防用ホースの摩擦損失水頭圧（単位 メガパスカル） 

ｐ２は、配管の摩擦損失水頭圧（単位 メガパスカル） 

ｐ３は、落差の換算水頭圧（単位 メガパスカル） 

109



ハ ポンプを用いる加圧送水装置は、次に定めるところによること。

（イ）ポンプの吐出量は、屋外消火栓の設置個数（当該設置個数が二を超えるとき は、二

とする。）に四百リットル毎分を乗じて得た量以上の量とすること。 

（ロ）ポンプの全揚程は、次の式により求めた値以上の値とすること。

Ｈ＝ｈ１＋ｈ２＋ｈ３＋２５ｍ

Ｈは、ポンプの全揚程（単位 メートル）

ｈ１は、消防用ホースの摩擦損失水頭（単位 メートル）

ｈ２は、配管の摩擦損失水頭（単位 メートル）

ｈ３は、落差（単位 メートル）

ニ 加圧送水装置には、当該屋外消火栓設備のノズルの先端における放水圧力が〇・六メ

ガパスカルを超えないための措置を講じること。 

ホ 起動装置は、直接操作できるものであり、かつ、屋外消火栓箱の内部又はその直近の

箇所に設けられた操作部（自動火災報知設備のＰ型発信機を含む。）から遠隔操作でき

るものであること。 

十一 第十二条第一項第八号の規定は、屋外消火栓設備について準用する。 

十二 貯水槽等には第十二条第一項第九号に規定する措置を講じること。 

（自動火災報知設備の感知器等） 

第二十三条 令第二十一条第二項第一号ただし書の総務省令で定める場合は、自動火災報知設備の

一の警戒区域の面積が五百平方メートル以下であり、かつ、当該警戒区域が防火対象物の二の階

にわたる場合又は第五項（第一号及び第三号に限る。）の規定により煙感知器を設ける場合とす

る。 

２ 令第二十一条第三項の総務省令で定めるものは、令別表第一（一）項から（四）項まで、

（五）項イ、（六）項、（九）項イ、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げ

る防火対象物又はその部分並びに第五項各号及び第六項第二号に掲げる場所とする。 

３ 令第二十一条第三項の総務省令で定める閉鎖型スプリンクラーヘッドは、標示温度が七十五度

以下で種別が一種のものとする。 

４ 自動火災報知設備の感知器の設置は、次に定めるところによらなければならない。 

一 感知器は、次に掲げる部分以外の部分で、点検その他の維持管理ができる場所に設けるこ

と。 

イ 感知器（炎感知器（火災により生ずる炎を利用して自動的に火災の発生を感知するもの

をいう。以下同じ。）を除く。以下この号（ホを除く。）において同じ。）の取付け面

（感知器を取り付ける天井の室内に面する部分又は上階の床若しくは屋根の下面をいう。

以下この条において同じ。）の高さが二十メートル以上である場所 

ロ 上屋その他外部の気流が流通する場所で、感知器によつては当該場所における火災の発

生を有効に感知することができないもの 

ハ 天井裏で天井と上階の床との間の距離が〇・五メートル未満の場所
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ニ 煙感知器及び熱煙複合式スポット型感知器にあつては、イからハまでに掲げる場所のほ

か、次に掲げる場所 

（イ）じんあい、微粉又は水蒸気が多量に滞留する場所

（ロ）腐食性ガスが発生するおそれのある場所

（ハ）厨房その他正常時において煙が滞留する場所

（ニ）著しく高温となる場所

（ホ）排気ガスが多量に滞留する場所

（ヘ）煙が多量に流入するおそれのある場所

（ト）結露が発生する場所

（チ）（イ）から（ト）までに掲げる場所のほか、感知器の機能に支障を及ぼすおそれのあ

る場所

ホ 炎感知器にあつては、ハに掲げる場所のほか、次に掲げる場所

（イ）ニ（ロ）から（ニ）まで、（ヘ）及び（ト）に掲げる場所

（ロ）水蒸気が多量に滞留する場所

（ハ）火を使用する設備で火炎が露出するものが設けられている場所

（ニ）（イ）から（ハ）までに掲げる場所のほか、感知器の機能に支障を及ぼすおそれのあ

る場所

ヘ 小規模特定用途複合防火対象物（令第二十一条第一項第八号に掲げる防火対象物を 除

く。）の部分（同項第五号及び第十一号から第十五号までに掲げる防火対象物の部分を

除く。）のうち、次に掲げる防火対象物の用途に供される部分以外の部分で、令別表第

一各項の防火対象物の用途以外の用途に供される部分及び同表各項（（十三）項ロ及び

（十六）項から（二十）項までを除く。）の防火対象物の用途のいずれかに該当する用

途に供される部分であつて当該用途に供される部分の床面積（その用途に供される部分

の床面積が当該小規模特定用途複合防火対象物において最も大きいものである場合にあ

つては、当該用途に供される部分及び次に掲げる防火対象物の用途に供される部分の床

面積の合計）が五百平方メートル未満（同表（十一）項及び（十五）項に掲げる防火対

象物の用途に供される部分にあつては、千平方メートル未満）であるもの 

（イ）令別表第一（二）項ニ、（五）項イ並びに（六）項イ（１）から（３）まで及びロに

掲げる防火対象物 

（ロ）令別表第一（六）項ハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるもの

に限る。） 

二 取付け面の高さに応じ、次の表で定める種別の感知器を設けること。 

取付け面の高さ 感知器の種別 

四メートル未満 
差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型、定温式、イオン化式

スポット型又は光電式スポット型
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四メートル以上

八メートル未満 

差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型、定温式特種若しくは

一種、イオン化式スポット型一種若しくは二種又は光電式スポット型一種若

しくは二種 

八メートル以上

十五メートル未

満 

差動式分布型、イオン化式スポット型一種若しくは二種又は光電式スポット

型一種若しくは二種 

十五メートル以

上二十メートル

未満 

イオン化式スポット型一種又は光電式スポット型一種

三 差動式スポット型、定温式スポット型又は補償式スポット型その他の熱複合式スポット型

の感知器は、次に定めるところによること。 

イ 感知器の下端は、取付け面の下方〇・三メートル以内の位置に設けること。

ロ 感知器は、感知区域（それぞれ壁又は取付け面から〇・四メートル（差動式分布型感

知器又は煙感知器を設ける場合にあつては〇・六メートル）以上突出したはり等によつ

て区画された部分をいう。以下同じ。）ごとに、感知器の種別及び取付け面の高さに応

じて次の表で定める床面積（多信号感知器にあつては、その有する種別に応じて定める

床面積のうち最も大きい床面積。第四号の三及び第七号において同じ。）につき一個以

上の個数を、火災を有効に感知するように設けること。 

取付け面の高さ 

感知器の種別 

差動式スポッ

ト型

補償式スポッ

ト型
定温式スポット型 

一種 二種 一種 二種 特種 一種 二種 

四メートル

未満 

主要構造部を耐火構

造とした防火対象物

又はその部分 

平方

メー

トル

九十 

平方

メー

トル

七十 

平方

メー

トル

九十 

平方

メー

トル

七十 

平方

メー

トル

七十 

平方

メー

トル

六十 

平方

メー

トル

二十 

その他の構造の防火

対象物又はその部分 
五十 四十 五十 四十 四十 三十 十五 

四メートル

以上八メー

トル未満

主要構造部を耐火構

造とした防火対象物

又はその部分 

四十

五 

三十

五 

四十

五 

三十

五 

三十

五 
三十 
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その他の構造の防火

対象物又はその部分 
三十 

二十

五 
三十 

二十

五 

二十

五 
十五 

四 差動式分布型感知器（空気管式のもの）は、次に定めるところによること。 

イ 感知器の露出部分は、感知区域ごとに二十メートル以上とすること。

ロ 感知器は、取付け面の下方〇・三メートル以内の位置に設けること。

ハ 感知器は、感知区域の取付け面の各辺から一・五メートル以内の位置に設け、かつ、相

対する感知器の相互間隔が、主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分にあつ

ては九メートル以下、その他の構造の防火対象物又はその部分にあつては六メートル以下

となるように設けること。ただし、感知区域の規模又は形状により有効に火災の発生を感

知することができるときは、この限りでない。 

ニ 一の検出部に接続する空気管の長さは、百メートル以下とすること。

ホ 感知器の検出部は、五度以上傾斜させないように設けること。

四の二 差動式分布型感知器（熱電対式のもの）は、次に定めるところによること。 

イ 感知器は、取付け面の下方〇・三メートル以内の位置に設けること。

ロ 感知器は、感知区域ごとに、その床面積が、七十二平方メートル（主要構造部を耐火構

造とした防火対象物にあつては、八十八平方メートル）以下の場合にあつては四個以上、

七十二平方メートル（主要構造部を耐火構造とした防火対象物にあつては、八十八平方メ

ートル）を超える場合にあつては四個に十八平方メートル（主要構造部を耐火構造とした

防火対象物にあつては、二十二平方メートル）までを増すごとに一個を加えた個数以上の

熱電対部を火災を有効に感知するように設けること。 

ハ 一の検出部に接続する熱電対部の数は、二十以下とすること。

ニ 感知器の検出部は、五度以上傾斜させないように設けること。

四の三 差動式分布型感知器（熱半導体式のもの）は、次に定めるところによること。 

イ 感知器の下端は、取付け面の下方〇・三メートル以内の位置に設けること。

ロ 感知器は、感知区域ごとに、その床面積が、感知器の種別及び取付け面の高さに応じて

次の表で定める床面積の二倍の床面積以下の場合にあつては二個（取付け面の高さが八メ

ートル未満で、当該表で定める床面積以下の場合にあつては、一個）以上、当該表で定め

る床面積の二倍の床面積を超える場合にあつては二個に当該表で定める床面積までを増す

ごとに一個を加えた個数以上の感熱部を火災を有効に感知するように設けること。 

取付け面の高さ 

感知器の種別 

一種 二種 

八メートル未満 
主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はそ

の部分 

平方メート

ル 

六十五 

平方メート

ル 

三十六 
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その他の構造の防火対象物又はその部分 四十 二十三 

八メートル以上 

十五メートル未

満 

主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はそ

の部分 
五十 

その他の構造の防火対象物又はその部分 三十 

ハ 一の検出器に接続する感熱部の数は、二以上十五以下とすること。

ニ 感知器の検出部は、五度以上傾斜させないように設けること。

五 定温式感知線型感知器は、次に定めるところによること。 

イ 感知器は、取付け面の下方〇・三メートル以内の位置に設けること。

ロ 感知器は、感知区域ごとに取付け面の各部分から感知器のいずれかの部分までの水平距

離が、特種又は一種の感知器にあつては三メートル（主要構造部を耐火構造とした防火対

象物又はその部分にあつては、四・五メートル）以下、二種の感知器にあつては一メート

ル（主要構造部を耐火構造とした防火対象物又はその部分にあつては、三メートル）以下

となるように設けること。 

六 定温式感知器の性能を有する感知器は、正常時における最高周囲温度が、補償式スポット

型感知器にあつては公称定温点より、その他の定温式感知器の性能を有する感知器にあつて

は公称作動温度（二以上の公称作動温度を有するものにあつては、最も低い公称作動温度）

より二十度以上低い場所に設けること。 

七 煙感知器（光電式分離型感知器を除く。）は、次に定めるところによること。 

イ 天井が低い居室又は狭い居室にあつては入口付近に設けること。

ロ 天井付近に吸気口のある居室にあつては当該吸気口付近に設けること。

ハ 感知器の下端は、取付け面の下方〇・六メートル以内の位置に設けること。

ニ 感知器は、壁又ははりから〇・六メートル以上離れた位置に設けること。

ホ 感知器は、廊下、通路、階段及び傾斜路を除く感知区域ごとに、感知器の種別及び取付

け面の高さに応じて次の表で定める床面積につき一個以上の個数を、火災を有効に感知す

るように設けること。 

取付け面の高さ 

感知器の種別 

一種及び二種 三種 

四メートル未満 
平方メートル 

百五十 

平方メートル 

五十 

四メートル以上二十メートル未満 七十五 

ヘ 感知器は、廊下及び通路にあつては歩行距離三十メートル（三種の感知器にあつて は

二十メートル）につき一個以上の個数を、階段及び傾斜路にあつては垂直距離十五メー

トル（三種の感知器にあつては十メートル）につき一個以上（当該階段及び傾斜路のう
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ち、令別表第一（一）項から（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項イに掲

げる防火対象物の用途に供される部分が令第四条の二の二第二号に規定する避難階以外

の階に存する防火対象物で、当該避難階以外の階から避難階又は地上に直通する階段及

び傾斜路の総数が二（当該階段及び傾斜路が屋外に設けられ、又は第四条の二の三に規

定する避難上有効な構造を有する場合にあつては、一）以上設けられていないもの（小

規模特定用途複合防火対象物を除く。以下「特定一階段等防火対象物」という。）に存

するものにあつては、一種又は二種の感知器を垂直距離七・五メートルにつき一個以

上）の個数を、火災を有効に感知するように設けること。 

七の二 熱煙複合式スポット型感知器は、第三号イ並びに前号イ、ロ、ニ及びヘの規定（同号

ヘの規定については、廊下及び通路に係る部分に限る。）に準ずるほか、廊下、通路、階段

及び傾斜路を除く感知区域ごとに、その有する種別及び取付け面の高さに応じて第三号ロ及

び前号ホの表で定める床面積のうち最も大きい床面積につき一個以上の個数を、火災を有効

に感知するように設けること。 

七の三 光電式分離型感知器は、次に定めるところによること。 

イ 感知器の受光面が日光を受けないように設けること。

ロ 感知器の光軸（感知器の送光面の中心と受光面の中心とを結ぶ線をいう。以下同じ。）

が並行する壁から〇・六メートル以上離れた位置となるように設けること。 

ハ 感知器の送光部及び受光部は、その背部の壁から一メートル以内の位置に設けること。

ニ 感知器を設置する区域の天井等（天井の室内に面する部分又は上階の床若しくは屋根の

下面をいう。以下同じ。）の高さが二十メートル以上の場所以外の場所に設けること。こ

の場合において、当該天井等の高さが十五メートル以上の場所に設ける感知器にあつて

は、一種のものとする。 

ホ 感知器の光軸の高さが天井等の高さの八十パーセント以上となるように設けること。

ヘ 感知器の光軸の長さが当該感知器の公称監視距離の範囲内となるように設けること。

ト 感知器は、壁によつて区画された区域ごとに、当該区域の各部分から一の光軸までの水

平距離が七メートル以下となるように設けること。 

七の四 炎感知器（道路の用に供される部分に設けられるものを除く。）は、次に定めるとこ

ろによること。 

イ 感知器は、天井等又は壁に設けること。

ロ 感知器は、壁によつて区画された区域ごとに、当該区域の床面から高さ一・二メートル

までの空間（以下「監視空間」という。）の各部分から当該感知器までの距離が公称監視

距離の範囲内となるように設けること。 

ハ 感知器は、障害物等により有効に火災の発生を感知できないことがないように設けるこ

と。 

ニ 感知器は、日光を受けない位置に設けること。ただし、感知障害が生じないように遮光

板等を設けた場合にあつては、この限りでない。 

七の五 道路の用に供される部分に設けられる炎感知器は、次に定めるところによること。 

イ 感知器は、道路の側壁部又は路端の上方に設けること。
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ロ 感知器は、道路面（監視員通路が設けられている場合にあつては、当該通路面）からの

高さが一・〇メートル以上一・五メートル以下の部分に設けること。 

ハ 感知器は、道路の各部分から当該感知器までの距離（以下「監視距離」という。）が公

称監視距離の範囲内となるように設けること。ただし、設置個数が一となる場合にあつて

は、二個設けること。 

ニ 感知器は、障害物等により有効に火災の発生を感知できないことがないように設けるこ

と。 

ホ 感知器は、日光を受けない位置に設けること。ただし、感知障害が生じないように遮光

板等を設けた場合にあつては、この限りでない。 

七の六 連動型警報機能付感知器で、次のいずれかに該当するものは、特定小規模施設におけ

る必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平成二十年総

務省令第百五十六号）第二条第二号に規定する特定小規模施設用自動火災報知設備以外の自

動火災報知設備に用いることができない。 

イ 火災信号を発信する端子以外から電力を供給されるもの（電源に電池を用いるもの を

除く。）で、電力の供給が停止した場合、その旨の信号を発信することができないもの 

ロ 電源に電池を用いるもので、電池の電圧が感知器を有効に作動できる電圧の下限値とな

つたとき、その旨を受信機に自動的に発信することができないもの 

ハ 火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和五十六年自治

省令第十七号。ニにおいて「感知器等規格省令」という。）第二十一条の二の試験を行わ

なかつたもの（防水型のものを除く。） 

ニ 感知器等規格省令第二十二条第一項各号の試験を行わなかつたもの

八 感知器は、差動式分布型及び光電式分離型のもの並びに炎感知器を除き、換気口等の空気

吹出し口から一・五メートル以上離れた位置に設けること。 

九 スポット型の感知器（炎感知器を除く。）は、四十五度以上傾斜させないように設けるこ

と。 

５ 令第二十一条第一項（第十二号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分のうち、第一号及

び第三号に掲げる場所にあつては煙感知器を、第二号及び第三号の二に掲げる場所にあつては煙

感知器又は熱煙複合式スポット型感知器を、第四号に掲げる場所にあつては煙感知器又は炎感知

器を、第五号に掲げる場所にあつては炎感知器を、第六号に掲げる場所にあつては煙感知器、熱

煙複合式スポット型感知器又は炎感知器を設けなければならない。 

一 階段及び傾斜路 

二 廊下及び通路（令別表第一（一）項から（六）項まで、（九）項、（十二）項、（十五）

項、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物の部分に限

る。） 

三 エレベーターの昇降路、リネンシュート、パイプダクトその他これらに類するもの 

三の二 遊興のための設備又は物品を客に利用させる役務の用に供する個室（これに類する施

設を含む。）（令別表第一（二）項ニ、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項

に掲げる防火対象物（同表（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火
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対象物にあつては、同表（二）項ニに掲げる防火対象物の用途に供される部分に限る。）の

部分に限る。） 

四 感知器を設置する区域の天井等の高さが十五メートル以上二十メートル未満の場所 

五 感知器を設置する区域の天井等の高さが二十メートル以上の場所 

六 前各号に掲げる場所以外の地階、無窓階及び十一階以上の部分（令別表第一（一）項から

（四）項まで、（五）項イ、（六）項、（九）項イ、（十五）項、（十六）項イ、（十六の

二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物又はその部分に限る。） 

６ 令第二十一条第一項（第十二号を除く。）に掲げる防火対象物又はその部分のうち次の各号に

掲げる場所には、当該各号に定めるところにより感知器を設けなければならない。 

一 前項第六号に規定する防火対象物又はその部分で第四項第一号ニ（（チ）を除く。）の規

定により煙感知器又は熱煙複合式スポット型感知器を設置せず、かつ、同号ホ（（二）を除

く。）の規定により炎感知器を設置しない場所 別表第一の二の三において、場所の区分に

応じ、適応するものとされる種別を有する感知器 

二 前項各号に掲げる場所以外の地階、無窓階又は十一階以上の階 差動式若しくは補償式の

感知器のうち一種若しくは二種、定温式感知器のうち特種若しくは一種（公称作動温度七十

五度以下のものに限る。）、イオン化式若しくは光電式の感知器のうち一種、二種若しくは

三種若しくはこれらの種別を有する感知器又は炎感知器 

三 前項又は前二号に掲げる場所以外の場所（廊下、便所その他これらに類する場所を除

く。） その使用場所に適応する感知器 

７ この条（第四項第六号を除く。）において、次の表の上欄に掲げる種別のアナログ式感知器

（火災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令（昭和五十六年自治省令第

十七号）第二条第七号又は同条第十二号から第十四号までに規定するものをいう。以下同じ。）

に関する基準については、それぞれ同表の中欄に掲げる設定表示温度等の範囲の区分に応じ、同

表の下欄に掲げる種別の感知器の例によるものとする。 

アナログ式感知器の種別 設定表示温度等の範囲 
感知器の

種別 

熱アナログ式スポット型感知

器 

注意表示に

係る設定表

示温度 

（正常時における最高周囲温度＋２

０）度以上（設定火災表示温度－１

０）度以下 定温式ス

ポット型

特種 火災表示に

係る設定表

示温度 

（正常時における最高周囲温度＋３

０）度以上（正常時における最高周

囲温度＋５０）度以下 

イオン化アナログ式スポット

型感知器又は光電アナログ式

スポット型感知器

注意表示に

係る設定表

示濃度 

２．５パーセントを超え５．０パー

セント以下

光電式ス

ポット型

一種 
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火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え１５パーセ

ント以下

注意表示に

係る設定表

示濃度 

５パーセントを超え１０パーセント

以下 
光電式ス

ポット型

二種 火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え２２．５パ

ーセント以下 

注意表示に

係る設定表

示濃度 

１０パーセントを超え１５パーセン

ト以下
光電式ス

ポット型

三種 火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え２２．５パ

ーセント以下 

光電アナログ式分離型感知器

（Ｌ１が四十五メートル未満

のもの） 

注意表示に

係る設定表

示濃度 

０．３×Ｌ２パーセントを超え（２

／３）（０．８×Ｌ１＋２９）パー

セント以下
光電式分

離型一種 
火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え（Ｌ１＋４

０）パーセント以下

注意表示に

係る設定表

示濃度 

２／３（０．８×Ｌ１＋２９）パー

セントを超え２／３（Ｌ１＋４０）

パーセント以下 
光電式分

離型二種 
火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え（Ｌ１＋４

０）パーセント以下

光電アナログ式分離型感知器

（Ｌ１が四十五メートル以上

のもの） 

注意表示に

係る設定表

示濃度 

０．３×Ｌ２パーセントを超え４

３．３パーセント以下 

光電式分

離型一種 
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火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え８５パーセ

ント以下

注意表示に

係る設定表

示濃度 

４３．３パーセントを超え５６．７

パーセント以下 

光電式分

離型二種 
火災表示に

係る設定表

示濃度 

設定注意表示濃度を超え８５パーセ

ント以下

注 Ｌ１は公称監視距離の最小値であり、Ｌ２は公称監視距離の最大値である。 

８ 令第二十一条第一項第十二号に掲げる道路の用に供される部分には、その使用場所に適応する

炎感知器を設けなければならない。 

９ 自動火災報知設備の中継器の設置は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

一 受信機において、受信機から感知器に至る配線の導通を確認することができないものにあ

つては、回線ごとに導通を確認することができるように受信機と感知器との間に中継器を設

けること。 

二 中継器は、点検に便利で、かつ、防火上有効な措置を講じた箇所に設けること。 

（自動火災報知設備に関する基準の細目） 

第二十四条 自動火災報知設備の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとす

る。 

一 配線は、電気工作物に係る法令の規定によるほか、次に定めるところにより設けること。 

イ 感知器の信号回路は、容易に導通試験をすることができるように、送り配線にするとと

もに回路の末端に発信機、押しボタン又は終端器を設けること。ただし、配線が感知器若

しくは発信機からはずれた場合又は配線に断線があつた場合に受信機が自動的に警報を発

するものにあつては、この限りでない。 

ロ 電源回路と大地との間及び電源回路の配線相互の間の絶縁抵抗は、直流二百五十ボルト

の絶縁抵抗計で計つた値が、電源回路の対地電圧が百五十ボルト以下の場合は〇・一メガ

オーム以上、電源回路の対地電圧が百五十ボルトを超える場合は〇・二メガオーム以上で

あり、感知器回路（電源回路を除く。）及び附属装置回路（電源回路を除く。）と大地と

の間並びにそれぞれの回路の配線相互の間の絶縁抵抗は、一の警戒区域ごとに直流二百五

十ボルトの絶縁抵抗計で計つた値が〇・一メガオーム以上であること。 

ハ 次に掲げる回路方式を用いないこと。

（イ） 接地電極に常時直流電流を流す回路方式
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（ロ） 感知器、発信機又は中継器の回路と自動火災報知設備以外の設備の回路とが同一の

配線を共用する回路方式（火災が発生した旨の信号の伝達に影響を及ぼさないものを除

く。） 

ニ 自動火災報知設備の配線に使用する電線とその他の電線とは同一の管、ダクト（絶縁効

力のあるもので仕切つた場合においては、その仕切られた部分は別個のダクトとみな

す。）若しくは線ぴ又はプルボックス等の中に設けないこと。ただし、六十ボルト以下の

弱電流回路に使用する電線にあつては、この限りでない。 

ホ Ｒ型受信機及びＧＲ型受信機に接続される固有の信号を有する感知器及び中継器から受

信機までの配線については、第十二条第一項第五号の規定に準ずること。 

ヘ 感知器回路の配線について共通線を設ける場合の共通線は、一本につき七警戒区域以下

とすること。ただし、Ｒ型受信機及びＧＲ型受信機に接続される固有の信号を有する感知

器又は中継器が接続される感知器回路にあつては、この限りでない。 

ト Ｐ型受信機及びＧＰ型受信機の感知器回路の電路の抵抗は、五十オーム以下となるよう

に設けること。 

チ 火災により一の階のスピーカー又はスピーカーの配線が短絡又は断線した場合にあつて

も、他の階への火災の報知に支障のないように設けること。 

一の二 火災が発生した旨の信号を無線により発信し、又は受信する感知器、中継器、受信

機、地区音響装置又は発信機を設ける場合は、次に定めるところによること。 

イ 感知器、中継器、受信機、地区音響装置又は発信機は、これらの間において確実に信号

を発信し、又は受信することができる位置に設けること。 

ロ 受信機において感知器、中継器、地区音響装置又は発信機（第三号イ及び第四号ニにお

いて「感知器等」という。）から発信される信号を受信できることを確認するための措置

を講じていること。 

二 受信機は、次に定めるところにより設けること。 

イ 受信機は、感知器、中継器又は発信機の作動と連動して、当該感知器、中継器又は発信

機の作動した警戒区域を表示できるものであること。 

ロ 受信機の操作スイッチは、床面からの高さが〇・八メートル（いすに座つて操作するも

のにあつては〇・六メートル）以上一・五メートル以下の箇所に設けること。 

ハ 特定一階段等防火対象物及びこれ以外の防火対象物で令別表第一（二）項ニに掲げる防

火対象物の用途に供される部分が存するものに設ける受信機で、地区音響装置の鳴動を停

止するスイッチ（以下この号において「地区音響停止スイッチ」という。）を設けるもの

にあつては、当該地区音響停止スイッチが地区音響装置の鳴動を停止する状態（以下この

号において「停止状態」という。）にある間に、受信機が火災信号を受信したときは、当

該地区音響停止スイッチが一定時間以内に自動的に（地区音響装置が鳴動している間に停

止状態にされた場合においては自動的に）地区音響装置を鳴動させる状態に移行するもの

であること。 

ニ 受信機は、防災センター等に設けること。
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ホ 主音響装置及び副音響装置の音圧及び音色は、次の（イ）及び（ロ）に定めるところに

よる。 

（イ）他の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることができること。

（ロ）主音響装置及び副音響装置を、ダンスホール、カラオケボックスその他これらに類す

るもので、室内又は室外の音響が聞き取りにくい場所に設ける場合にあつては、当該場

所において他の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることができるように措置さ

れていること。 

ヘ Ｐ型一級受信機で接続することができる回線の数が一のもの、Ｐ型二級受信機、Ｐ型三

級受信機、ＧＰ型一級受信機で接続することができる回線の数が一のもの、ＧＰ型二級

受信機及びＧＰ型三級受信機は、一の防火対象物（令第二十一条第一項第十号、第十一

号及び第十三号に係る階にあつては、当該階）につき三台以上設けないこと。

ト 一の防火対象物（令第二十一条第一項第十号、第十一号及び第十三号に係る階にあつて

は、当該階）に二以上の受信機が設けられているときは、これらの受信機のある場所相

互間で同時に通話することができる設備を設けること。

チ Ｐ型二級受信機及びＧＰ型二級受信機で接続することができる回線の数が一のものは、

令別表第一に掲げる防火対象物で延べ面積（令第二十一条第一項第十号、第十一号及び

第十三号に係る階に設ける場合にあつては、当該階の床面積）が三百五十平方メートル

を超えるものに設けないこと。

リ Ｐ型三級受信機及びＧＰ型三級受信機は、令別表第一に掲げる防火対象物で延べ面積

（令第二十一条第一項第十号に係る階に設ける場合にあつては、当該階の床面積）が百

五十平方メートルを超えるものに設けないこと。

三 電源は、次に定めるところにより設けること。 

イ 電源は、蓄電池又は交流低圧屋内幹線から他の配線を分岐させずにとること。ただし、

感知器等の電源に電池を用いる場合において、当該電池の電圧が感知器等を有効に作動で

きる電圧の下限値となつた旨を受信機において確認するための措置が講じられているとき

は、この限りでない。 

ロ 電源の開閉器には、自動火災報知設備用のものである旨を表示すること。

四 非常電源は、次に定めるところにより設けること。 

イ 延べ面積が千平方メートル以上の特定防火対象物に設ける自動火災報知設備の非常電源

にあつては蓄電池設備（直交変換装置を有する蓄電池設備を除く。この号において同

じ。）、その他の防火対象物に設ける自動火災報知設備の非常電源にあつては非常電源専

用受電設備又は蓄電池設備によること。 

ロ 蓄電池設備は、第十二条第一項第四号イ（イ）から（ニ）まで及び（ヘ）、ハ（イ）か

ら（ニ）まで並びにホの規定の例によることとし、その容量は、自動火災報知設備を有効

に十分間作動することができる容量以上であること。 

ハ 非常電源専用受電設備は、第十二条第一項第四号イ及びホの規定の例によること。
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ニ 前号イただし書の場合において、電池の電圧が感知器等を有効に作動できる電圧の下限

値となつた旨を受信機に百六十八時間以上発信した後、当該感知器等を十分間以上有効に

作動することができるときは、当該電池を非常電源とすること。 

五 地区音響装置（次号に掲げるものを除く。以下この号において同じ。）は、Ｐ型二級受信

機で接続することができる回線の数が一のもの、Ｐ型三級受信機、ＧＰ型二級受信機で接続

することができる回線の数が一のもの若しくはＧＰ型三級受信機を当該受信機を用いる自動

火災報知設備の警戒区域に設ける場合又は放送設備を第二十五条の二に定めるところにより

設置した場合を除き、次に定めるところにより設けること。 

イ 音圧又は音色は、次の（イ）から（ハ）までに定めるところによること。

（イ）取り付けられた音響装置の中心から一メートル離れた位置で九十デシベル以上である

こと。 

（ロ）地区音響装置を、ダンスホール、カラオケボックスその他これらに類するもので、室

内又は室外の音響が聞き取りにくい場所に設ける場合にあつては、当該場所において他

の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることができるように措置されているこ

と。 

（ハ）令別表第一（二）項ニ、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる

防火対象物（同表（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象

物にあつては、同表（二）項ニに掲げる防火対象物の用途に供される部分に限る。次号

イ（ハ）並びに第二十五条の二第二項第一号イ（ハ）及び第三号イ（ハ）において同

じ。）のうち、遊興のためにヘッドホン、イヤホンその他これに類する物品を客に利用

させる役務の用に供する個室（これに類する施設を含む。以下この号、次号イ（ハ）並

びに第二十五条の二第二項第一号イ（ハ）及び第三号イ（ハ）において同じ。）がある

ものにあつては、当該役務を提供している間においても、当該個室において警報音を確

実に聞き取ることができるように措置されていること。 

ロ 階段又は傾斜路に設ける場合を除き、感知器の作動と連動して作動するもので、当該設

備を設置した防火対象物又はその部分（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除く。）の全

区域に有効に報知できるように設けること。 

ハ 地階を除く階数が五以上で延べ面積が三千平方メートルを超える防火対象物又はその部

分にあつては、出火階が、二階以上の階の場合にあつては出火階及びその直上階、一階の

場合にあつては出火階、その直上階及び地階、地階の場合にあつては出火階、その直上階

及びその他の地階に限つて警報を発することができるものであること。この場合におい

て、一定の時間が経過した場合又は新たな火災信号を受信した場合には、当該設備を設置

した防火対象物又はその部分（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除く。）の全区域に自

動的に警報を発するように措置されていること。 

ニ 各階ごとに、その階（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除く。）の各部分から一の地

区音響装置までの水平距離が二十五メートル以下となるように設けること。 
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ホ 受信機から地区音響装置までの配線は、第十二条第一項第五号の規定に準じて設けるこ

と。ただし、ト及び次号ニの消防庁長官の定める基準により受信機と地区音響装置との間

の信号を無線により発信し、又は受信する場合にあつては、この限りでない。 

ヘ 地区音響装置は、一の防火対象物に二以上の受信機が設けられているときは、いずれの

受信機からも鳴動させることができるものであること。 

ト 地区音響装置は、消防庁長官の定める基準に適合するものであること。

五の二 地区音響装置（音声により警報を発するものに限る。以下この号において同じ。）

は、前号（イ、ハ及びトを除く。）の規定の例によるほか、次に定めるところにより設ける

こと。 

イ 音圧又は音色は、次の（イ）から（ハ）までに定めるところによること。

（イ）取り付けられた音響装置の中心から一メートル離れた位置で九十二デシベル以上であ

ること。 

（ロ）地区音響装置を、ダンスホール、カラオケボックスその他これらに類するもので、室

内又は室外の音響が聞き取りにくい場所に設ける場合にあつては、当該場所において他

の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることができるように措置されているこ

と。 

（ハ）令別表第一（二）項ニ、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる

防火対象物のうち、遊興のためにヘッドホン、イヤホンその他これに類する物品を客に

利用させる役務の用に供する個室があるものにあつては、当該役務を提供している間に

おいても、当該個室において警報音を確実に聞き取ることができるように措置されてい

ること。 

ロ 地階を除く階数が五以上で延べ面積が三千平方メートルを超える防火対象物又はその部

分にあつては、次の（イ）又は（ロ）に該当すること。 

（イ）出火階が、二階以上の階の場合にあつては出火階及びその直上階、一階の場合にあつ

ては出火階、その直上階及び地階、地階の場合にあつては出火階、その直上階及びその

他の地階に限つて警報を発することができるものであること。この場合において、一定

の時間が経過した場合又は新たな火災信号を受信した場合には、当該設備を設置した防

火対象物又はその部分（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除く。）の全区域に自動的

に警報を発するように措置されていること。 

（ロ）当該設備を設置した防火対象物又はその部分（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除

く。）の全区域に火災が発生した場所を報知することができるものであること。 

ハ スピーカーに至る回路は、自動火災報知設備の信号回路における信号の伝達に影響を及

ぼさないように設けるとともに、他の電気回路によつて誘導障害が生じないように設ける

こと。 

ニ 地区音響装置は、消防庁長官の定める基準に適合するものであること。

六 次に掲げる事態が生じたとき、受信機において、火災が発生した旨の表示をしないこと。 

イ 配線の一線に地絡が生じたとき。

ロ 開閉器の開閉等により、回路の電圧又は電流に変化が生じたとき。
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ハ 振動又は衝撃を受けたとき。

七 蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、一の警戒区域ごと

に、次に定めるところによること。 

イ 感知器の公称蓄積時間並びに中継器及び受信機に設定された蓄積時間の最大時間の合計

時間が六十秒を超えないこと。 

ロ 蓄積式の中継器又は受信機を設ける場合で煙感知器以外の感知器を設けるときは、中継

器及び受信機に設定された蓄積時間の最大時間の合計時間が二十秒を超えないこと 

八 一の警戒区域に蓄積型の感知器又は蓄積式中継器を設ける場合は、受信機は、当該警戒区

域において二信号式の機能を有しないものであること。 

八の二 発信機は、Ｐ型二級受信機で接続することができる回線が一のもの、Ｐ型三級受信

機、ＧＰ型二級受信機で接続することができる回線が一のもの若しくはＧＰ型三級受信機に

設ける場合又は非常警報設備を第二十五条の二第二項に定めるところにより設置した場合を

除き、次に定めるところによること。 

イ 各階ごとに、その階（前条第四項第一号ヘに掲げる部分を除く。）の各部分から一の発

信機までの歩行距離が五十メートル以下となるように設けること。 

ロ 床面からの高さが〇・八メートル以上一・五メートル以下の箇所に設けること。

ハ 発信機の直近の箇所に表示灯を設けること。

ニ 表示灯は、赤色の灯火で、取付け面と十五度以上の角度となる方向に沿つて十メートル

離れたところから点灯していることが容易に識別できるものであること。 

ホ Ｐ型一級受信機、ＧＰ型一級受信機、Ｒ型受信機及びＧＲ型受信機に接続するものはＰ

型一級発信機とし、Ｐ型二級受信機及びＧＰ型二級受信機に接続するものはＰ型二級発信

機とすること。 

九 第十二条第一項第八号の規定は、自動火災報知設備について準用する。 

第二十四条の二 自動火災報知設備の維持に関する技術上の基準は、前条に定めるもののほか、次

のとおりとする。 

一 受信機は、次のイからニまでに定めるところにより維持すること。 

イ 受信機の付近に当該受信機の操作上支障となる障害物がないこと。

ロ 操作部の各スイツチが正常な位置にあること。

ハ 受信機の付近に警戒区域一覧図を備えておくこと。ただし、前条第九号において準用す

る第十二条第一項第八号の規定により総合操作盤が設置されている場合は、この限りでな

い。 

ニ アナログ式中継器及びアナログ式受信機にあつては当該中継器及び受信機の付近に表示

温度等設定一覧図を備えておくこと。 

二 感知器は、次のイ及びロに定めるところにより維持すること。 

イ 炎感知器以外の感知器にあつては感知区域、炎感知器にあつては監視空間又は監視距離

が適正であること。 

ロ 火災の感知を妨げるような措置がなされていないこと。
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三 発信機及び中継器は、その附近に当該機器の操作上支障となる障害物がないように維持す

ること。 

四 自動火災報知設備の常用電源、非常電源及び予備電源は、次に定めるところにより維持す

ること。 

イ 常用電源が正常に供給されていること。

ロ 非常電源及び予備電源の電圧及び容量が適正であること。

五 アナログ式自動火災報知設備（感知器からの火災情報信号を中継器又は受信機により受信

し、表示温度等を設定する機能を有する自動火災報知設備をいう。）にあつては、表示温度

等を当該自動火災報知設備に係るアナログ式感知器の種別に応じ、第二十三条第七項の表の

中欄に掲げる設定表示温度等の範囲内に維持すること。 

六 火災が発生した旨の信号を無線により発信し、又は受信する感知器、中継器、受信機、地

区音響装置又は発信機は、これらの間において確実に信号を発信し、又は受信することがで

きるよう良好な状態に維持すること。 

（誘導灯及び誘導標識を設置することを要しない防火対象物又はその部分） 

第二十八条の二 令第二十六条第一項ただし書の総務省令で定めるものは、避難口誘導灯について

は、次の各号に定める部分とする。 

一 令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物の階のうち、居室の各部分か

ら主要な避難口（避難階（無窓階を除く。以下この号及び次項第一号において同じ。）にあ

つては次条第三項第一号イに掲げる避難口、避難階以外の階（地階及び無窓階を除く。以下

この条において同じ。）にあつては同号ロに掲げる避難口をいう。以下この条において同

じ。）を容易に見とおし、かつ、識別することができる階で、当該避難口に至る歩行距離が

避難階にあつては二十メートル以下、避難階以外の階にあつては十メートル以下であるもの 

二 前号に掲げるもののほか、令別表第一（一）項に掲げる防火対象物の避難階（床面積が五

百平方メートル以下で、かつ、客席の床面積が百五十平方メートル以下のものに限る。第三

項第二号において同じ。）で次のイからハまでに該当するもの 

イ 客席避難口（客席に直接面する避難口をいう。以下この条において同じ。）を二以上有

すること。 

ロ 客席の各部分から客席避難口を容易に見とおし、かつ、識別することができ、客席の各

部分から当該客席避難口に至る歩行距離が二十メートル以下であること。 

ハ すべての客席避難口に、火災時に当該客席避難口を識別することができるように照明装

置（自動火災報知設備の感知器の作動と連動して点灯し、かつ、手動により点灯すること

ができるもので、非常電源が附置されているものに限る。以下この条において同じ。）が

設けられていること。 

三 前二号に掲げるもののほか、令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物

の避難階にある居室で、次のイからハまでに該当するもの 

イ 次条第三項第一号イに掲げる避難口（主として当該居室に存する者が利用するものに限

る。以下この号、次項第二号及び第三項第三号において同じ。）を有すること。 
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ロ 室内の各部分から、次条第三項第一号イに掲げる避難口を容易に見とおし、かつ、識別

することができ、室内の各部分から当該避難口に至る歩行距離が三十メートル以下である

こと。 

ハ 燐光等により光を発する誘導標識（以下この条及び次条において「蓄光式誘導標識」と

いう。）が消防庁長官の定めるところにより設けられていること。 

四 前三号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表

（五）項ロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が

存せず、かつ、次のイからホまでに定めるところにより、十階以下の階に存する同表（六）

項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分に設置される区画を有するものの同表

（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する階以外の階（地階、無

窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を、準耐火構造の壁及び床（三階以上の階に存する場合にあつては、耐火構造の壁

及び床）で区画したものであること。 

ロ 壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台そ

の他これらに類する部分を除く。）の仕上げを地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあ

つては準不燃材料で、その他の部分にあつては難燃材料でしたものであること。 

ハ 区画する壁及び床の開口部の面積の合計が八平方メートル以下であり、かつ、一の開口

部の面積が四平方メートル以下であること。 

ニ ハの開口部には、防火戸（三階以上の階に存する場合にあつては、特定防火設備である

防火戸）（廊下と階段とを区画する部分以外の部分の開口部にあつては、防火シャッター

を除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの若しくは次に定める構造の

もの又は防火戸（防火シャッター以外のものであつて、二以上の異なつた経路により避難

することができる部分の出入口以外の開口部で、直接外気に開放されている廊下、階段そ

の他の通路に面し、かつ、その面積の合計が四平方メートル以内のものに設けるものに限

る。）を設けたものであること。 

（イ）随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること

（ロ）居室から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路に設けるものにあつては、直接

手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下

端の床面からの高さが、それぞれ、七十五センチメートル以上、一・八メートル以上及

び十五センチメートル以下であること。 

ホ 令別表第一（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分の主たる出入口

が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙を有効に排出するこ

とができる廊下、階段その他の通路に面していること。 

四の二 前各号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同

表（五）項イ及びロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供され

る部分が存せず、かつ、次のイからホまでに定めるところにより、十階以下の階に設置され

る区画を有するものの同表（五）項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に

供される部分が存する階以外の階（地階、無窓階及び十一階以上の階を除く。） 
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イ 居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。

ロ 壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台そ

の他これらに類する部分を除く。）の仕上げを地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあ

つては準不燃材料で、その他の部分にあつては難燃材料でしたものであること。 

ハ 区画する壁及び床の開口部の面積の合計が八平方メートル以下であり、かつ、一の開口

部の面積が四平方メートル以下であること。 

ニ ハの開口部には、特定防火設備である防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の部分

の開口部にあつては、防火シャッターを除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置

付きのもの若しくは次に定める構造のもの又は防火戸（防火シャッター以外のものであつ

て、二以上の異なつた経路により避難することができる部分の出入口以外の開口部で、直

接外気に開放されている廊下、階段その他の通路に面し、かつ、その面積の合計が四平方

メートル以内のものに設けるものに限る。）を設けたものであること

（イ）随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること

（ロ）居室から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路に設けるものにあつては、直接

手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下

端の床面からの高さが、それぞれ、七十五センチメートル以上、一・八メートル以上及

び十五センチメートル以下であること。 

ホ 令別表第一（五）項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部

分の主たる出入口が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙

を有効に排出することができる廊下、階段その他の通路に面していること。

五 前各号に掲げるもののほか、小規模特定用途複合防火対象物（令別表第一（一）項から

（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項に掲げる防火対象物の用途以外の用途に

供される部分が存しないものを除く。）の地階、無窓階及び十一階以上の部分以外の部分 

２ 令第二十六条第一項ただし書の総務省令で定めるものは、通路誘導灯については、次の各号に

定める部分とする。 

一 令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物の階のうち、居室の各部分か

ら主要な避難口又はこれに設ける避難口誘導灯を容易に見とおし、かつ、識別することがで

きる階で、当該避難口に至る歩行距離が避難階にあつては四十メートル以下、避難階以外の

階にあつては三十メートル以下であるもの 

二 前号に掲げるもののほか、令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物の

避難階にある居室で、次のイ及びロに該当するもの 

イ 次条第三項第一号イに掲げる避難口を有すること。

ロ 室内の各部分から次条第三項第一号イに掲げる避難口又はこれに設ける避難口誘導灯若

しくは蓄光式誘導標識を容易に見とおし、かつ、識別することができ、室内の各部分から

当該避難口に至る歩行距離が三十メートル以下であること。 

三 前二号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同表

（五）項ロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供される部分が

存せず、かつ、次のイからホまでに定めるところにより、十階以下の階に存する同表（六）
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項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分に設置される区画を有するものの同表

（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する階以外の階（地階、無

窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を、準耐火構造の壁及び床（三階以上の階に存する場合にあつては、耐火構造の壁

及び床）で区画したものであること。 

ロ 壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台そ

の他これらに類する部分を除く。）の仕上げを地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあ

つては準不燃材料で、その他の部分にあつては難燃材料でしたものであること。 

ハ 区画する壁及び床の開口部の面積の合計が八平方メートル以下であり、かつ、一の開口

部の面積が四平方メートル以下であること。 

ニ ハの開口部には、防火戸（三階以上の階に存する場合にあつては、特定防火設備である

防火戸）（廊下と階段とを区画する部分以外の部分の開口部にあつては、防火シャッター

を除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの若しくは次に定める構造の

もの又は防火戸（防火シャッター以外のものであつて、二以上の異なつた経路により避難

することができる部分の出入口以外の開口部で、直接外気に開放されている廊下、階段そ

の他の通路に面し、かつ、その面積の合計が四平方メートル以内のものに設けるものに限

る。）を設けたものであること。 

（イ）随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること

（ロ）居室から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路に設けるものにあつては、直接

手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下

端の床面からの高さが、それぞれ、七十五センチメートル以上、一・八メートル以上及

び十五センチメートル以下であること。 

ホ 令別表第一（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部分の主たる出入口

が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙を有効に排出する

ことができる廊下、階段その他の通路に面していること。

三の二 前各号に掲げるもののほか、令別表第一（十六）項イに掲げる防火対象物のうち、同

表（五）項イ及びロ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途以外の用途に供され

る部分が存せず、かつ、次のイからホまでに定めるところにより、十階以下の階に設置され

る区画を有するものの同表（五）項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に

供される部分が存する階以外の階（地階、無窓階及び十一階以上の階を除く。） 

イ 居室を耐火構造の壁及び床で区画したものであること。

ロ 壁及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）の室内に面する部分（回り縁、窓台そ

の他これらに類する部分を除く。）の仕上げを地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあ

つては準不燃材料で、その他の部分にあつては難燃材料でしたものであること。 

ハ 区画する壁及び床の開口部の面積の合計が八平方メートル以下であり、かつ、一の開口

部の面積が四平方メートル以下であること。 

ニ ハの開口部には、特定防火設備である防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の部分

の開口部にあつては、防火シャッターを除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置
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付きのもの若しくは次に定める構造のもの又は防火戸（防火シャッター以外のものであつ

て、二以上の異なつた経路により避難することができる部分の出入口以外の開口部で、直

接外気に開放されている廊下、階段その他の通路に面し、かつ、その面積の合計が四平方

メートル以内のものに設けるものに限る。）を設けたものであること

（イ）随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること

（ロ）居室から地上に通ずる主たる廊下、階段その他の通路に設けるものにあつては、直接

手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下

端の床面からの高さが、それぞれ、七十五センチメートル以上、一・八メートル以上及

び十五センチメートル以下であること。 

ホ 令別表第一（五）項イ並びに（六）項ロ及びハに掲げる防火対象物の用途に供される部

分の主たる出入口が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙を

有効に排出することができる廊下、階段その他の通路に面していること。 

四 前三号に掲げるもののほか、小規模特定用途複合防火対象物（令別表第一（一）項から

（四）項まで、（五）項イ、（六）項又は（九）項に掲げる防火対象物の用途以外の用途に

供される部分が存しないものを除く。）の地階、無窓階及び十一階以上の部分以外の部分 

五 令別表第一（一）項から（十六の三）項までに掲げる防火対象物の階段又は傾斜路のう

ち、建築基準法施行令第百二十六条の四に規定する非常用の照明装置（次条において「非常

用の照明装置」という。）（消防庁長官が定める要件に該当する防火対象物の乗降場（地階

にあるものに限る。）に通ずる階段及び傾斜路並びに直通階段に設けるもの（消防庁長官が

定めるところにより蓄光式誘導標識が設けられている防火対象物又はその部分に設けられて

いるものを除く。）にあつては、六十分間作動できる容量以上のものに限る。）が設けられ

ているもの 

３ 令第二十六条第一項ただし書の総務省令で定めるものは、誘導標識については、次の各号に定

める部分とする。 

一 令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物の階のうち、居室の各部分か

ら主要な避難口を容易に見とおし、かつ、識別することができる階で、当該避難口に至る歩

行距離が三十メートル以下であるもの 

二 前号に掲げるもののほか、令別表第一（一）項に掲げる防火対象物の避難階で次のイから

ハまでに該当するもの

イ 客席避難口を二以上有すること。

ロ 客席の各部分から客席避難口を容易に見とおし、かつ、識別することができ、客席の各

部分から当該客席避難口に至る歩行距離が三十メートル以下であること。 

ハ すべての客席避難口に、火災時に当該客席避難口を識別することができるように照明装

置が設けられていること。 

三 前二号に掲げるもののほか、令別表第一（一）項から（十六）項までに掲げる防火対象物

の避難階にある居室で、次のイ及びロに該当するもの 

イ 次条第三項第一号イに掲げる避難口を有すること。
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ロ 室内の各部分から次条第三項第一号イに掲げる避難口又はこれに設ける避難口誘導灯若

しくは蓄光式誘導標識を容易に見とおし、かつ、識別することができ、室内の各部分から

当該避難口に至る歩行距離が三十メートル以下であること。 

（誘導灯及び誘導標識に関する基準の細目） 

第二十八条の三 避難口誘導灯及び通路誘導灯（階段又は傾斜路に設けるものを除く。次項及び第

三項において同じ。）は、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、同表の中欄に掲げる表示面の縦寸

法及び同表の下欄に掲げる表示面の明るさ（常用電源により点灯しているときの表示面の平均輝

度と表示面の面積の積をいう。第四項第二号及び第三号において同じ。）を有するものとしなけ

ればならない。 

区分 表示面の縦寸法（メートル） 表示面の明るさ（カンデラ） 

避難口誘導灯 

Ａ級 〇・四以上 五十以上 

Ｂ級 〇・二以上〇・四未満 十以上 

Ｃ級 〇・一以上〇・二未満 一・五以上 

通路誘導灯 

Ａ級 〇・四以上 六十以上 

Ｂ級 〇・二以上〇・四未満 十三以上 

Ｃ級 〇・一以上〇・二未満 五以上 

２ 避難口誘導灯及び通路誘導灯の有効範囲は、当該誘導灯までの歩行距離が次の各号に定める距

離のうちいずれかの距離以下となる範囲とする。ただし、当該誘導灯を容易に見とおすことがで

きない場合又は識別することができない場合にあつては、当該誘導灯までの歩行距離が十メート

ル以下となる範囲とする。

一 次の表の上欄に掲げる区分に応じ、同表の下欄に掲げる距離

区分 距離（メートル） 

避難口誘導灯 

Ａ級 

避難の方向を示すシンボルのないもの 六十 

避難の方向を示すシンボルのあるもの 四十 

Ｂ級 

避難の方向を示すシンボルのないもの 三十 

避難の方向を示すシンボルのあるもの 二十 

Ｃ級 十五 
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通路誘導灯 

Ａ級 二十 

Ｂ級 十五 

Ｃ級 十 

二 次の式に定めるところにより算出した距離 

Ｄ＝ｋｈ 

Ｄは、歩行距離（単位 メートル） 

ｈは、避難口誘導灯又は通路誘導灯の表示面の縦寸法（単位 メートル） 

ｋは、次の表の上欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる値 

区分 ｋの値 

避難口誘導灯 

避難の方向を示すシンボルのないもの 百五十 

避難の方向を示すシンボルのあるもの 百 

通路誘導灯 五十 

３ 避難口誘導灯及び通路誘導灯は、各階ごとに、次の各号に定めるところにより、設置しなけれ

ばならない。 

一 避難口誘導灯は、次のイからニまでに掲げる避難口の上部又はその直近の避難上有効な箇

所に設けること。 

イ 屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合にあつては、当該附室の

出入口） 

ロ 直通階段の出入口（附室が設けられている場合にあつては、当該附室の出入口）

ハ イ又はロに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に通ずる出入口（室内の各部分から容易

に避難することができるものとして消防庁長官が定める居室の出入口を除く。） 

ニ イ又はロに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に設ける防火戸で直接手で開くことがで

きるもの（くぐり戸付きの防火シャッターを含む。）がある場所（自動火災報知設備の感

知器の作動と連動して閉鎖する防火戸に誘導標識が設けられ、かつ、当該誘導標識を識別

することができる照度が確保されるように非常用の照明装置が設けられている場合を除

く。） 

二 通路誘導灯は、廊下又は通路のうち次のイからハまでに掲げる箇所に設けること。 

イ 曲り角

ロ 前号イ及びロに掲げる避難口に設置される避難口誘導灯の有効範囲内の箇所

ハ イ及びロのほか、廊下又は通路の各部分（避難口誘導灯の有効範囲内の部分を除く。）

を通路誘導灯の有効範囲内に包含するために必要な箇所 

４ 誘導灯の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。 

一 避難口誘導灯及び通路誘導灯は、通行の障害とならないように設けること。 
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二 避難口誘導灯及び通路誘導灯（階段又は傾斜路に設けるものを除く。）は、常時、第一項

に掲げる明るさで点灯していること。ただし、当該防火対象物が無人である場合又は次のイ

からハまでに掲げる場所に設置する場合であつて、自動火災報知設備の感知器の作動と連動

して点灯し、かつ、当該場所の利用形態に応じて点灯するように措置されているときは、こ

の限りでない。 

イ 外光により避難口又は避難の方向が識別できる場所

ロ 利用形態により特に暗さが必要である場所

ハ 主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者の使用に供する場所

三 避難口誘導灯及び通路誘導灯（階段又は傾斜路に設けるものを除く。）を次のイ又はロに

掲げる防火対象物又はその部分に設置する場合には、当該誘導灯の区分がＡ級又はＢ級のも

の（避難口誘導灯にあつては表示面の明るさが二十以上のもの又は点滅機能を有するもの、

通路誘導灯にあつては表示面の明るさが二十五以上のものに限る。）とすること。ただし、

通路誘導灯を廊下に設置する場合であつて、当該誘導灯をその有効範囲内の各部分から容易

に識別することができるときは、この限りでない。 

イ 令別表第一（十）項、（十六の二）項又は（十六の三）項に掲げる防火対象物

ロ 令別表第一（一）項から（四）項まで若しくは（九）項イに掲げる防火対象物の階又は

同表（十六）項イに掲げる防火対象物の階のうち、同表（一）項から（四）項まで若しく

は（九）項イに掲げる防火対象物の用途に供される部分が存する階で、その床面積が千平

方メートル以上のもの 

三の二 令別表第一（二）項ニ、（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる

防火対象物（同表（十六）項イ、（十六の二）項及び（十六の三）項に掲げる防火対象物に

あつては、同表（二）項ニに掲げる防火対象物の用途に供する部分に限る。）に設ける通路

誘導灯（階段及び傾斜路に設けるものを除く。）にあつては、床面又はその直近の避難上有

効な箇所に設けること。ただし、消防庁長官が定めるところにより蓄光式誘導標識が設けら

れている場合にあつては、この限りでない。 

四 階段又は傾斜路に設ける通路誘導灯にあつては、踏面又は表面及び踊場の中心線の照度が

一ルクス以上となるように設けること。 

五 床面に設ける通路誘導灯は、荷重により破壊されない強度を有するものであること。 

六 誘導灯に設ける点滅機能又は音声誘導機能は、次のイからハまでに定めるところによるこ

と。 

イ 前項第一号イ又はロに掲げる避難口に設置する避難口誘導灯以外の誘導灯には設けては

ならないこと。 

ロ 自動火災報知設備の感知器の作動と連動して起動すること。

ハ 避難口から避難する方向に設けられている自動火災報知設備の感知器が作動したとき

は、当該避難口に設けられた誘導灯の点滅及び音声誘導が停止すること。 

七 雨水のかかるおそれのある場所又は湿気の滞留するおそれのある場所に設ける誘導灯は、

防水構造とすること。 
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八 誘導灯の周囲には、誘導灯とまぎらわしい又は誘導灯をさえぎる灯火、広告物、掲示物等

を設けないこと。 

九 電源は、第二十四条第三号の規定の例により設けること。 

十 非常電源は、直交変換装置を有しない蓄電池設備によるものとし、その容量を誘導灯を有

効に二十分間（消防庁長官が定める要件に該当する防火対象物の前項第一号イ及びロに掲げ

る避難口、避難階の同号イに掲げる避難口に通ずる廊下及び通路、乗降場（地階にあるもの

に限る。）並びにこれに通ずる階段、傾斜路及び通路並びに直通階段に設けるもの（消防庁

長官が定めるところにより蓄光式誘導標識が設けられている防火対象物又はその部分にあつ

ては、通路誘導灯を除く。）にあつては、六十分間）作動できる容量（二十分間を超える時

間における作動に係る容量にあつては、直交変換装置を有する蓄電池設備、自家発電設備又

は燃料電池設備によるものを含む。）以上とするほか、第十二条第一項第四号イ（イ）から

（ニ）まで及び（ヘ）、ロ（ロ）から（ニ）まで、ハ（イ）から（ニ）まで、ニ（イ）及び

（ロ）並びにホの規定の例により設けること

十一 配線は、電気工作物に係る法令の規定によること。 

十二 第十二条第一項第八号の規定は、誘導灯について準用する。 

５ 誘導標識（前条第一項第三号ハ並びに前項第三号の二及び第十号に基づき設置する蓄光式誘導

標識を除く。）の設置及び維持に関する技術上の基準の細目は、次のとおりとする。 

一 避難口又は階段に設けるものを除き、各階ごとに、その廊下及び通路の各部分から一の誘

導標識までの歩行距離が七・五メートル以下となる箇所及び曲り角に設けること 

二 多数の者の目に触れやすく、かつ、採光が識別上十分である箇所に設けること。 

三 誘導標識の周囲には、誘導標識とまぎらわしい又は誘導標識をさえぎる広告物、掲示物等

を設けないこと。 

６ 誘導灯及び誘導標識は、消防庁長官が定める基準に適合するものでなければならない。 
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建築基準法、建築基準法施行令（一部抜粋） 

＜建築基準法＞ 

○ 建築基準法第２条（居室の定義）

 「居室」とは、居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目的のために継

続的に使用する室をいう。 

○ 建築基準法第 26 条第１項（防火壁について）

１ 延べ面積が千平方メートルを超える建築物は、防火上有効な構造の防火壁又は防

火床によって有効に区画し、かつ、各区画の床面積の合計をそれぞれ千平方メート

ル以内としなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物につ

いては、この限りでない。 

（１、２ 略） 

（３）畜舎その他の政令で定める用途に供する建築物で、その周辺地域が農業上の利

用に供され、又はこれと同様の状況にあって、その構造及び用途並びに周囲の状

況に関し避難上及び延焼防止上支障がないものとして国土交通大臣が定める基準

に適合するもの。 

＜建築基準法施行令＞ 

○ 建築基準法施行令第 114 条第３項（建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁について）

３ 建築面積が三百平方メートルを超える建築物の小屋組が木造である場合において

は、小屋裏の直下の天井の全部を強化天井とするか、又は桁行間隔十二メートル以

内ごとに小屋裏（準耐火構造の隔壁で区画されている小屋裏の部分で、当該部分の

直下の天井が強化天井であるものを除く。）に準耐火構造の隔壁を設けなければな

らない。ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物については、この限りでな

い。 

（１、２ 略） 

（３）その周辺地域が農業上の利用に供され、又はこれと同様の状況にあって、その

構造及び用途並びに周囲の状況に関し避難上及び延焼防止上支障がないものとし

て国土交通大臣が定める基準に適合する畜舎、堆肥舎並びに水産物の増殖場及び

養殖場の上屋 
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平成 6年 7月建設省告示第 1716 号 

建築基準法第二十六条第三号の規定に基づく国土交通大臣が定める基準 

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二十六条第三号の規定に基づき、国土交

通大臣が定める基準を次のように定める。 

第１ 構造 

畜舎、堆肥舎並びに水産物の増殖場及び養殖場の上家の用途に供する建築物（以下「畜

舎等」という。）は、次に掲げる構造のものであること。 

１ 畜舎等の外壁に避難上有効な開口部が二以上設けられており、畜舎等の各部分から

当該各開口部に至る歩行経路が確保されているものであること。 

２ 畜舎等を間仕切壁により区画する場合にあっては、当該間仕切壁に開口部を設ける

等により畜舎等において作業に従事する者が火災の発生を容易に覚知できるもので

あること。 

第２ 用途 

畜舎等の各部分が、次に掲げる用途に供されるものでないこと。 

売場、集会室その他の不特定又は多数の者の利用に供する用途 

寝室、宿直室その他の人の就寝の用に供する用途 

調理室、浴室その他の火を使用する設備又は器具を設けて利用する用途 

第３ 周囲の状況 

畜舎等の周囲の状況が、次のいずれかに適合するものであること。 

１ 次のイ及び口に適合する畜舎等にあっては、六メートル以内に建築物又は工作物

（当該畜舎等に附属する不燃性を有する建築材料で造られたものを除く。次号におい

て同じ。）が存しないこと。 

イ 階数が１であるもの

ロ 都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に規定する市街化区域以外

の区域内にあるもの

２ 前号に掲げるもの以外の畜舎等にあっては、二十メートル以内に建築物又は工作物

が存しないこと。 
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附 則 （平成一九年五月一八日国土交通省告示第六 ー一 号）

この告示は 、 平成十九年六月二十日から施行する。

別表（略）
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